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Ⅰ 与党案・民主党案における手続概要図 

 

日本国憲法第９６条と憲法改正手続を整備するための立法措置 

 

 この憲法の改正は、各議院

の総議員の三分の二以上の

賛成で、国会が、これを発議

し、国民に提案してその承認

を経なければならない。 

 この承認には、特別の国民

投票又は国会の定める選挙

の際行はれる投票において、

その過半数の賛成を必要と

する。 

 憲法改正について前項の

承認を経たときは、天皇は、

国民の名で、この憲法と一体

を成すものとして、直ちにこ

れを公布する。 

１．国 会 の 発 議        

 ①原案の提出 

 ②審議 

 ③議決（＝国民に対する提案） 

２．国民投票による承認 

３．天 皇 の 公 布        

国
会
法
の
改
正
部
分 

国
民
投
票
の
実
施
手
続
部
分

（日本国憲法第９６条）             （ 改 正 手 続 ）            （立法措置）
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憲法改正の発議までの流れ 

下線部は、与党案（○与 ）と民主党案（○民 ）の相違点を示す。 

 

 

廃案

本会議趣旨説明・質疑

本会議 

憲法審査会 

公
聴
会

可決 

可決・修正 

送付 

・憲法改正原案等を審査する常設機関 

・両院憲法審査会の合同審査会も可 

 →各議院の憲法審査会に勧告 

・審査省略・中間報告制度の不適用 

・公聴会開催の義務付け 

・「総議員」＝法定議員数 

可決 修正 

発議・国民への提案 

・両議院議長が官報に公示

先議の議院

同意 
不同意 

廃案

原案の提出 ・議員提出を想定（審査会提出も可） 

・賛成者：○衆 100 人以上○参 50 人以上 

・関連事項ごとに区分して行うものとする 

可決 

本会議 

両
院
協
議
会  

衆参可決

成案成立 

成案 
不成立 

否決 

否決 

本会議趣旨説明・質疑

憲法審査会 

公
聴
会

後
議
の
議
院 

先
議
の
議
院 
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憲法改正国民投票の流れ 

下線部は、与党案（○与 ）と民主党案（○民 ）の相違点を示す。 

 

 

国民投票運動 

・憲法改正案ごとに一人一票 

・投票用紙は憲法改正案ごとに調製 

・投票方式：○与 ○＝賛成、×＝反対、白票=無効、

○民 ○＝賛成、白票=反対 

・最低投票率制度は導入せず 

・投票事務関係者等の運動禁止（罰則） 

・裁判官等の運動、公務員等・教育者の地位利用

による運動：○与 禁止（罰則）：○民 規制なし 

・買収罪等：○与 規定あり、○民 規定なし 

・投票日前（7 日間）の広告放送の制限（罰則な

し） 

・他の罰則として、投票干渉罪等、投票の自由平

穏に関する罪 

・政党等による無料のテレビ・ラジオ放送、新聞

広告 

・国民に対する広報事務を所掌する○与 憲法改正案

広報協議会・○民 国民投票広報協議会を設置…各

議院の議員から委員を 10 人ずつ選任（原則:

会派議員数比、反対派選任の配慮） 

・総務大臣、選管が方法等の周知を行う 

投票人名簿 

の調製 

・市町村選挙管理委員会が調製 

・登録基準日は国民投票期日の 50 日前 

・投票権年齢：○与 20 歳以上、○民 原則 18 歳以上

（16 歳以上に引下げ可） 

投  票 

開  票 

承認 不承認 

廃案公布 
国
民
投
票 

無
効
の
訴
訟

・国民投票の効力は、原則停止せず（緊急時には

裁判所が決定により憲法改正の効果の発生を

停止） 

有効 

①ⅰ管理執行機関の手続規定違反 

ⅱ重大な国民投票運動規制違反等

ⅲ投票数確定の誤り 

②結果に異動を及ぼすおそれ 

全部又は一部無効

右の要件 
なし 

国会の発議 

再投票・更正決定 

国会：期日の議決 
60～ 
180 日 

30 日以内 

広報・周知 

結果を官報で告示 
・過半数：○与 有効投票総数の 1/2 超、○民 投票総

数の 1/2 超 
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民主党案・国政問題国民投票の流れ 

 

 

国 
 

会 

議案の提出 ・議員提出を想定 

・賛成者：○衆 100 人以上・○参 50 人以

上 

・国民が賛成・反対を表明できる明確な

設問としなければならない 

可決 否決 
廃案 

可決 

発議 

・両議院議長が官報に公示 

投  票 

国民投票運動 

広報・周知 

投票人名簿の調製 ・憲法改正国民投票の手続の準用 

・国政問題国民投票の結果は、国及びそ

の機関を拘束しない 結果を官報で告示 

後議の議院 

先議の議院 

両
院
協
議
会

成案成立 成案 
不成立 

否決 

衆参可決 

・先議の議院が求めることができる 

開  票 

廃案

国会：期日の議決
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Ⅱ 与党案・民主党案の主な相違点 

第一 与党案・民主党案の主な相違点 

項 目 与 党 案 民 主 党 案 

国民投票法案

の対象範囲 
憲法改正国民投票のみ 

憲法改正国民投票 

及び 

国政問題国民投票 

投票権者の

年齢要件 
20 歳以上の日本国民 

18 歳以上の日本国民 

※ただし、国会の議決により、その国

民投票に限り、16 歳まで引下げ可

能。 

投票用紙への賛否

の記載方法 

憲法改正案に対し 

 賛成するときは○ 

 反対するときは× 

を記載する 

憲法改正案又は国政問題に係る

案件に対し 

 賛成するときは○を記載する 

 反対するときは何も記載しない 

過半数の意義 有効投票総数の２分の１ 投票総数の２分の１ 

特定公務員の国民

投票運動の禁止 

選管職員等、裁判官、検察官、

公安委員会の委員、警察官の国

民投票運動の禁止 

選管職員等の国民投票運動の禁止

公務員等・教育者の

地位利用による国

民投票運動の禁止 

公務員等・教育者の地位利用に

よる国民投票運動の禁止 
（該当条文なし） 

買収罪の有無 
組織的多数人買収及び利害誘導罪

あり 
（該当条文なし） 
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第二 与党案・民主党案の要綱対比表 

 

※ 下線部分は、両案が異なっている箇所 

二重下線は、そのうち特に重要な政策的相違点 

与 党 案 要 綱 民 主 党 案 要 綱 
 
日本国憲法の改正手続に関する法律案要綱（案） 
 
 
第一 趣旨 
 この法律は、日本国憲法第９６条に定める日本国憲法
の改正（以下「憲法改正」という。）について、国民
の承認に係る投票（以下「国民投票」という。）に関
する手続を定めるとともに、あわせて憲法改正の発議
に係る手続の整備を行うものとすること。 

 
 
 
 
 
 
第二 国民投票の実施 
一 総則 
１ 国民投票の期日 
① 国民投票は、国会が憲法改正を発議した日から起算

して６０日以後１８０日以内において、国会の議決し
た期日に行うものとすること。 

 
② 内閣は、国民投票の期日に係る議案の送付を受けた
ときは、速やかに、総務大臣を経由して、当該国民投
票の期日を中央選挙管理会に通知しなければならな
いものとすること。中央選挙管理会は、当該通知が
あったときは、速やかに、国民投票の期日を官報で告
示しなければならないものとすること。 

 
２ 国民投票の投票権 
① 日本国民で年齢満２０年以上の者は、国民投票の投

票権を有するものとすること。 
 
 
 
② 成年被後見人は、国民投票の投票権を有しないもの
とすること。 

 
３ 国民投票の執行に関する事務の管理 
 国民投票の執行に関する事務は、中央選挙管理会が管

理するものとすること。 
 
二 憲法改正案広報協議会及び国民投票に関する周知 
１ 憲法改正案広報協議会 
① 憲法改正案広報協議会の委員の員数は、憲法改正の
発議がされた際衆議院議員であった者及び当該発議
がされた際参議院議員であった者各１０人とするも
のとすること。 

② 委員は、各議院における各会派の所属議員数の比率
により、各会派に割り当て選任するものとすること。
ただし、各会派の所属議員数の比率により各会派に割
り当て選任した場合には憲法改正の発議に係る議決
において反対の表決を行った議員の所属する会派か
ら委員が選任されないこととなるときは、各議院にお
いて、当該会派にも委員を割り当て選任するようでき

 
日本国憲法の改正及び国政における重要な問題に係る
案件の発議手続及び国民投票に関する法律案要綱（案）
 
第一 趣旨 
 この法律は、日本国憲法第９６条に定める日本国憲法

の改正（以下「憲法改正」という。）についての国民
の承認に係る投票（以下「憲法改正国民投票」という。）
及び国政における重要な問題に係る案件（以下「国政
問題に係る案件」という。）についての国民の賛否の
投票（以下「国政問題国民投票」という。）に関する
手続を定めるとともに、あわせて憲法改正の発議及び
国政問題に係る案件の発議に係る手続の整備を行う
ものとすること。 

 
第二 憲法改正国民投票 
一 国民投票の実施 
１ 総則 
(1) 国民投票の期日 
① 憲法改正国民投票（第二において単に「国民投票」

という。）は、国会が憲法改正を発議した日から起算
して６０日以後１８０日以内において、国会の議決し
た期日に行うものとすること。 

② 内閣は、国民投票の期日に係る議案の送付を受けた
ときは、速やかに、総務大臣を経由して、当該国民投
票の期日を中央選挙管理会に通知しなければならな
いものとすること。中央選挙管理会は、当該通知が
あったときは、速やかに、国民投票の期日を官報で告
示しなければならないものとすること。 

 
(2) 国民投票の投票権 
① 日本国民で年齢満１８年以上の者は、国民投票の投

票権を有するものとすること。国会の議決により、当
該国民投票に限り、日本国民で年齢満１６年以上満１
８年未満の者も国民投票の投票権を有するものとす
ることができるものとすること。 

② 成年被後見人は、国民投票の投票権を有しないもの
とすること。 

 
(3) 国民投票の執行に関する事務の管理 
 国民投票の執行に関する事務は、中央選挙管理会が管

理するものとすること。 
 
２ 国民投票広報協議会及び国民投票に関する周知 
(1) 国民投票広報協議会 
① 国民投票広報協議会の委員の員数は、憲法改正の発

議がされた際衆議院議員であった者及び当該発議が
された際参議院議員であった者各１０人とするもの
とすること。 

② 委員は、各議院における各会派の所属議員数の比率
により、各会派に割り当て選任するものとすること。
ただし、各会派の所属議員数の比率により各会派に割
り当て選任した場合には憲法改正の発議に係る議決
において反対の表決を行った議員の所属する会派か
ら委員が選任されないこととなるときは、各議院にお
いて、当該会派にも委員を割り当て選任するようでき
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与 党 案 要 綱 民 主 党 案 要 綱 
る限り配慮するものとすること。 

③ 憲法改正案広報協議会は、憲法改正案並びにその要
旨及び解説等並びに憲法改正案を発議するに当たっ
て出された賛成意見及び反対意見を掲載した国民投
票公報の原稿の作成、憲法改正案に関する説明会の開
催その他憲法改正案の広報に関する事務を行うもの
とすること。 

④  憲法改正案広報協議会が、③の事務を行うに当たっ
ては、憲法改正案並びにその要旨及び解説等に関する
記載、憲法改正案に関する説明会における説明等につ
いては客観的かつ中立的に行うとともに、憲法改正案
に対する賛成意見及び反対意見の記載、発言等につい
ては公正かつ平等に扱うものとすること。 

 
２ 国民投票に関する周知 
① 総務大臣、中央選挙管理会、都道府県の選挙管理委

員会及び市町村の選挙管理委員会は、国民投票に際
し、国民投票の方法、この法律に規定する規制その他
国民投票の手続に関し必要と認める事項を投票人に
周知させなければならないものとすること。 

② 中央選挙管理会は、国民投票の結果を国民に対して
速やかに知らせるように努めなければならないもの
とすること。 

 
三 投票人名簿及び在外投票人名簿 
１ 調製 
  市町村の選挙管理委員会は、国民投票が行われる場
合においては、投票人名簿及び在外投票人名簿を調製
しなければならないものとすること。 

 
２ 登録 
① 市町村の選挙管理委員会は、国民投票の期日現在で
年齢満２０年以上の日本国民（成年被後見人を除く。）
で、国民投票の期日前５０日に当たる日（以下「登録
基準日」という。）において、当該市町村の住民基本
台帳に記録されている者等について、投票人名簿に登
録しなければならないものとすること。 

 
 
② 市町村の選挙管理委員会は、国民投票の期日現在で
年齢満２０年以上の日本国民（成年被後見人を除く。）
で、登録基準日において当該市町村の在外選挙人名簿
に登録されている者及び国外に住所を有する者で在
外投票人名簿の登録の申請をした者について、在外投
票人名簿に登録しなければならないものとすること。

 
 
 
四 投票及び開票 
１ 一人一票 
  投票は、国民投票に係る憲法改正案ごとに、一人一
票に限るものとすること。 

 
２ 投票管理者及び投票立会人 
  投票管理者及び投票立会人に関し、必要な規定を置

くものとすること。 
 
３ 投票の方式 
  投票人は、投票所において、投票用紙の記載欄に、
憲法改正案に対し賛成するときは○の記号を、憲法改
正案に対し反対するときは×の記号を自書し、これを
投票箱に入れなければならないものとすること。 

 

る限り配慮するものとすること。 
③ 国民投票広報協議会は、憲法改正案並びにその要旨

及び解説等並びに憲法改正案を発議するに当たって
出された賛成意見及び反対意見を掲載した国民投票
公報の原稿の作成、憲法改正案に関する説明会の開催
その他憲法改正案の広報に関する事務を行うものと
すること。 

④ 国民投票広報協議会が、③の事務を行うに当たって
は、憲法改正案並びにその要旨及び解説等に関する記
載、憲法改正案に関する説明会における説明等につい
ては客観的かつ中立的に行うとともに、憲法改正案に
対する賛成意見及び反対意見の記載、発言等について
は公正かつ平等に扱うものとすること。 

 
(2) 国民投票に関する周知 
① 総務大臣、中央選挙管理会、都道府県の選挙管理委

員会及び市町村の選挙管理委員会は、国民投票に際
し、国民投票の方法、第二に規定する規制その他国民
投票の手続に関し必要と認める事項を投票人に周知
させなければならないものとすること。 

② 中央選挙管理会は、国民投票の結果を国民に対して
速やかに知らせるように努めなければならないもの
とすること。 

 
３ 投票人名簿及び在外投票人名簿 
(1) 調製 
  市町村の選挙管理委員会は、国民投票が行われる場
合においては、投票人名簿及び在外投票人名簿を調製
しなければならないものとすること。 

 
(2) 登録 
① 市町村の選挙管理委員会は、国民投票の期日現在で
年齢満１８年（１(2)①の国会の議決があったときは、
その議決により定められた年齢）以上の日本国民（成
年被後見人を除く。）で、国民投票の期日前５０日に
当たる日（以下「登録基準日」という。）において、
当該市町村の住民基本台帳に記録されている者等に
ついて、投票人名簿に登録しなければならないものと
すること。 

② 市町村の選挙管理委員会は、国民投票の期日現在で
年齢満１８年（１(2)①の国会の議決があったときは、
その議決により定められた年齢）以上の日本国民（成
年被後見人を除く。）で、登録基準日において当該市
町村の在外選挙人名簿に登録されている者及び国外
に住所を有する者で在外投票人名簿の登録の申請を
した者について、在外投票人名簿に登録しなければな
らないものとすること。 

 
４ 投票及び開票 
(1) 一人一票 
  投票は、国民投票に係る憲法改正案ごとに、一人一

票に限るものとすること。 
 
(2) 投票管理者及び投票立会人 
  投票管理者及び投票立会人に関し、必要な規定を置

くものとすること。 
 
(3) 投票の方式 
  投票人は、投票所において、投票用紙の記載欄に、

憲法改正案に対し賛成するときは○の記号を自書し、
憲法改正案に対し反対するときは何らの記載をしな
いで、これを投票箱に入れなければならないものとす
ること。 
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与 党 案 要 綱 民 主 党 案 要 綱 
 
４ 開票管理者及び開票立会人 
  開票管理者及び開票立会人に関し、必要な規定を置

くものとすること。 
 
五 国民投票分会及び国民投票会 
１ 国民投票分会及び国民投票会 
  国民投票分会及び国民投票会に関し、必要な規定を
置くものとすること。 

 
２ 国民投票の結果の報告及び告示等 
① 中央選挙管理会は、国民投票の結果の報告を受けた

ときは、直ちに有効投票の総数、憲法改正案に対する
賛成の投票の数及び反対の投票の数並びに憲法改正
案に対する賛成の投票の数が有効投票の総数の２分
の１を超える旨又は超えない旨を官報で告示すると
ともに、総務大臣を通じ内閣総理大臣に通知しなけれ
ばならないものとすること。 

② 内閣総理大臣は、①の通知を受けたときは、直ちに
①に規定する事項を衆議院議長及び参議院議長に通
知しなければならないものとすること。 

 
六 国民投票運動 
１ 適用上の注意 
  六（国民投票運動）及び七（罰則）の規定の適用に

当たっては、表現の自由、学問の自由及び政治活動の
自由その他の日本国憲法の保障する国民の自由と権
利を不当に侵害しないように留意しなければならな
いものとすること。 

 
２ 投票事務関係者等の国民投票運動の禁止 
① 投票管理者、開票管理者、国民投票分会長及び国民
投票長は、在職中、その関係区域内において、国民投
票運動（憲法改正案に対し賛成又は反対の投票をし又
はしないよう勧誘する行為をいう。以下同じ。）をす
ることができないものとすること。 

② 中央選挙管理会の委員及び中央選挙管理会の庶務
に従事する総務省の職員並びに選挙管理委員会の委
員及び職員並びに憲法改正案広報協議会事務局の職
員、裁判官、検察官、公安委員会の委員並びに警察官
は、在職中、国民投票運動をすることができないもの
とすること。 

 

３ 公務員等・教育者の地位利用による国民投票運動の

禁止 

① 国及び地方公共団体の公務員等は、その地位を利用

して国民投票運動をすることができないものとする

こと。 
② 教育者は、学校の児童、生徒及び学生に対する教育

上の地位を利用して国民投票運動をすることができ

ないものとすること。 
 
４ 投票日前の国民投票運動のための広告放送の制限 
 何人も、国民投票の期日前７日に当たる日から国民投

票の期日までの間においては、５①による場合を除く
ほか、一般放送事業者、有線テレビジョン放送事業者
又は有線ラジオ放送若しくは電気通信役務利用放送
の業務を行う者の放送設備を使用して、国民投票運動
のための広告放送をし、又はさせることができないも
のとすること。 

 

 
(4) 開票管理者及び開票立会人 
  開票管理者及び開票立会人に関し、必要な規定を置

くものとすること。 
 
５ 国民投票分会及び国民投票会 
(1) 国民投票分会及び国民投票会 
  国民投票分会及び国民投票会に関し、必要な規定を
置くものとすること。 

 
(2) 国民投票の結果の報告及び告示等 
① 中央選挙管理会は、国民投票の結果の報告を受けた

ときは、直ちに投票総数、憲法改正案に対する賛成の
投票の数及び憲法改正案に対する賛成の投票の数が
投票総数の２分の１を超える旨又は超えない旨を官
報で告示するとともに、総務大臣を通じ内閣総理大臣
に通知しなければならないものとすること。 

 
② 内閣総理大臣は、①の通知を受けたときは、直ちに

①に規定する事項を衆議院議長及び参議院議長に通
知しなければならないものとすること。 

 
６ 国民投票運動 
(1) 適用上の注意 
  ６（国民投票運動）及び７（罰則）の規定の適用に

当たっては、表現の自由、学問の自由及び政治活動の
自由その他の日本国憲法の保障する国民の自由と権
利を不当に侵害しないように留意しなければならな
いものとすること。 

 
(2) 投票事務関係者等の国民投票運動の禁止 
① 投票管理者、開票管理者、国民投票分会長及び国民

投票長は、在職中、その関係区域内において、国民投
票運動（憲法改正案に対し賛成又は反対の投票をし又
はしないよう勧誘する行為をいう。以下同じ。）をす
ることができないものとすること。 

② 中央選挙管理会の委員及び中央選挙管理会の庶務
に従事する総務省の職員並びに選挙管理委員会の委
員及び職員並びに国民投票広報協議会事務局の職員
は、在職中、国民投票運動をすることができないもの
とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
(3) 投票日前の国民投票運動のための広告放送の制限 
 何人も、国民投票の期日前７日に当たる日から国民投

票の期日までの間においては、(4)①による場合を除
くほか、一般放送事業者、有線テレビジョン放送事業
者又は有線ラジオ放送若しくは電気通信役務利用放
送の業務を行う者の放送設備を使用して、国民投票運
動のための広告放送をし、又はさせることができない
ものとすること。 

 



 9

与 党 案 要 綱 民 主 党 案 要 綱 
 
５ 政党等による放送及び新聞広告 
① 政党等（一人以上の衆議院議員又は参議院議員が所

属する政党その他の政治団体であって、両議院の議長
が協議して定めるところにより憲法改正案広報協議
会に届け出たものをいう。以下同じ。）は、日本放送
協会及び一般放送事業者のラジオ放送又はテレビ
ジョン放送の放送設備により、憲法改正案に対する意
見を無料で放送することができるものとすること。こ
の放送に関しては、すべての政党等に対して、同一放
送設備を使用し、憲法改正の発議に係る議決がされた
際当該政党等に所属する衆議院議員及び参議院議員
の数を踏まえて憲法改正案広報協議会が定める時間
数を与える等同等の利便を提供しなければならない
ものとすること。 

② 政党等は、憲法改正の発議に係る議決がされた際当
該政党等に所属する衆議院議員及び参議院議員の数
を踏まえて憲法改正案広報協議会が定める寸法で、新
聞に、憲法改正案広報協議会が定める回数に限り、無
料で、憲法改正案に対する意見の広告をすることがで
きるものとすること。 

 
七 罰則 

１ 組織的多数人買収及び利害誘導罪 

① 国民投票に関し、組織により、多数の投票人に対し、

憲法改正案に対する賛成又は反対の投票をし又はし

ないよう勧誘し、その投票をし又はしないことの報酬

として、金銭若しくは憲法改正案に対する賛成若しく

は反対の投票をし若しくはしないことに影響を与え

るに足りる物品その他の財産上の利益若しくは公私

の職務の供与をし、若しくはその供与の申込み若しく

は約束をし、又は憲法改正案に対する賛成若しくは反

対の投票をし若しくはしないことに影響を与えるに

足りる供応接待をし、若しくはその申込み若しくは約

束をした者は、３年以下の懲役若しくは禁錮又は５０

万円以下の罰金に処するものとすること。 
② ①と同様に禁止の対象となる行為を限定した上で、

利害誘導罪及び買収目的交付罪を設けるものとする

こと。 
 
２ 職権濫用による国民投票の自由妨害罪 
① 国民投票に関し、国又は地方公共団体の公務員等が

故意にその職務の執行を怠り、又はその職権を濫用し
て国民投票の自由を妨害したときは、４年以下の禁錮
に処するものとすること。 

② 国又は地方公共団体の公務員等が、投票人に対し、
その投票しようとし、又は投票した内容の表示を求め
たときは、６月以下の禁錮又は３０万円以下の罰金に
処するものとすること。 

 
３ 投票の秘密侵害罪 
  中央選挙管理会の委員等が投票人の投票した内容
を表示したときは、２年以下の禁錮又は３０万円以下
の罰金に処するものとすること。 

 
４ 投票干渉罪 
① 投票所又は開票所において、正当な理由がなくて、
投票人の投票に干渉し、又は投票の内容を認知する方
法を行った者は、１年以下の禁錮又は３０万円以下の
罰金に処するものとすること。 

 
(4) 政党等による放送及び新聞広告 
① 政党等（一人以上の衆議院議員又は参議院議員が所

属する政党その他の政治団体であって、両議院の議長
が協議して定めるところにより国民投票広報協議会
に届け出たものをいう。以下同じ。）は、日本放送協
会及び一般放送事業者のラジオ放送又はテレビジョ
ン放送の放送設備により、憲法改正案に対する意見を
無料で放送することができるものとすること。この放
送に関しては、すべての政党等に対して、同一放送設
備を使用し、憲法改正の発議に係る議決がされた際当
該政党等に所属する衆議院議員及び参議院議員の数
を踏まえて国民投票広報協議会が定める時間数を与
える等同等の利便を提供しなければならないものと
すること。 

② 政党等は、憲法改正の発議に係る議決がされた際当
該政党等に所属する衆議院議員及び参議院議員の数
を踏まえて国民投票広報協議会が定める寸法で、新聞
に、国民投票広報協議会が定める回数に限り、無料で、
憲法改正案に対する意見の広告をすることができる
ものとすること。 

 
７ 罰則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
(1) 職権濫用による国民投票の自由妨害罪 
① 国民投票に関し、国又は地方公共団体の公務員等が
故意にその職務の執行を怠り、又はその職権を濫用し
て国民投票の自由を妨害したときは、４年以下の禁錮
に処するものとすること。 

② 国又は地方公共団体の公務員等が、投票人に対し、
その投票しようとし、又は投票した内容の表示を求め
たときは、６月以下の禁錮又は３０万円以下の罰金に
処するものとすること。 

 
(2) 投票の秘密侵害罪 
  中央選挙管理会の委員等が投票人の投票した内容

を表示したときは、２年以下の禁錮又は３０万円以下
の罰金に処するものとすること。 

 
(3) 投票干渉罪 
① 投票所又は開票所において、正当な理由がなくて、

投票人の投票に干渉し、又は投票の内容を認知する方
法を行った者は、１年以下の禁錮又は３０万円以下の
罰金に処するものとすること。 
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与 党 案 要 綱 民 主 党 案 要 綱 
② 法令の規定によらないで、投票箱を開き、又は投票
箱の投票を取り出した者は、３年以下の懲役若しくは
禁錮又は５０万円以下の罰金に処するものとするこ
と。 

 
５ 投票事務関係者、施設等に対する暴行罪、騒擾罪等
  投票管理者等に暴行若しくは脅迫を加え、投票所等
を騒擾し、又は投票、投票箱その他関係書類を抑留し、
損ない、若しくは奪取した者は、４年以下の懲役又は
禁錮に処するものとすること。 

 
６ 国民投票運動の規制違反 
  国民投票運動の規制（六の２及び３に限る。）違反
の罪に関し、必要な罰則の規定を置くものとするこ
と。 

 
７ その他 
① その他必要な罰則の規定を置くものとすること。 
② 国外犯に対し、必要な罰則の規定を置くものとする

こと。 
 
第三 国民投票の効果 
一 国民の承認 
  国民投票において、憲法改正案に対する賛成の投票

の数が有効投票の総数の２分の１を超えた場合は、当
該憲法改正について国民の承認があったものとする
こと。 

 
二 憲法改正の公布のための手続 
  内閣総理大臣は、憲法改正案に対する賛成の投票の
数が有効投票の総数の２分の１を超える旨の通知を
受けたときは、直ちに当該憲法改正の公布のための手
続を執らなければならないものとすること。 

 
第四 国民投票無効の訴訟等 
一 国民投票無効の訴訟 
１ 訴訟の提起 
  国民投票に関し異議がある投票人は、中央選挙管理
会を被告として、国民投票の結果の告示の日から３０
日以内に、東京高等裁判所に訴訟を提起することがで
きるものとすること。 

 
２ 国民投票無効の判決 
  １による訴訟の提起があった場合において、（ア）
国民投票の管理執行に当たる機関（憲法改正案広報協
議会を除く。）が国民投票の管理執行につき遵守すべ
き手続に関する規定に違反した場合、（イ）第二の六
２及び３並びに七１から４までに違反する行為があ
り、多数の投票人が一般にその自由な判断による投票
を妨げられたといえる重大な違反があった場合又は
（ウ）憲法改正案に対する賛成の投票の数若しくは反
対の投票の数の確定に関する判断に誤りがあった場
合であって、そのために憲法改正案に係る国民投票の
結果に異動を及ぼすおそれがあるときは、裁判所は、
その国民投票の全部又は一部の無効を判決しなけれ
ばならないものとすること。 

 
３ 国民投票無効の訴訟の提起と国民投票の効力 
  訴訟の提起があっても、憲法改正案に係る国民投票

の効力は、停止しないものとすること。 
 
４ 憲法改正の効果の発生の停止 
① 憲法改正が無効とされることにより生ずる重大な

② 法令の規定によらないで、投票箱を開き、又は投票
箱の投票を取り出した者は、３年以下の懲役若しくは
禁錮又は５０万円以下の罰金に処するものとするこ
と。 

 
(4) 投票事務関係者、施設等に対する暴行罪、騒擾罪等
  投票管理者等に暴行若しくは脅迫を加え、投票所等
を騒擾し、又は投票、投票箱その他関係書類を抑留し、
損ない、若しくは奪取した者は、４年以下の懲役又は
禁錮に処するものとすること。 

 
(5) 国民投票運動の規制違反 
  国民投票運動の規制（６(2)に限る。）違反の罪に
関し、必要な罰則の規定を置くものとすること。 

 
 
(6) その他 
① その他必要な罰則の規定を置くものとすること。 
② 国外犯に対し、必要な罰則の規定を置くものとする

こと。 
 
二 国民投票の効果 
１ 国民の承認 
  国民投票において、憲法改正案に対する賛成の投票

の数が投票総数の２分の１を超えた場合は、当該憲法
改正について国民の承認があったものとすること。 

 
 
２ 憲法改正の公布のための手続 
  内閣総理大臣は、憲法改正案に対する賛成の投票の
数が投票総数の２分の１を超える旨の通知を受けた
ときは、直ちに当該憲法改正の公布のための手続を執
らなければならないものとすること。 

 
三 国民投票無効の訴訟等 
１ 国民投票無効の訴訟 
(1) 訴訟の提起 
  国民投票に関し異議がある投票人は、中央選挙管理
会を被告として、国民投票の結果の告示の日から３０
日以内に、東京高等裁判所に訴訟を提起することがで
きるものとすること。 

 
(2) 国民投票無効の判決 
  (1)による訴訟の提起があった場合において、（ア）

国民投票の管理執行に当たる機関（国民投票広報協議
会を除く。）が国民投票の管理執行につき遵守すべき
手続に関する規定に違反した場合、（イ）一６(2)及
び７(1)から(3)までに違反する行為があり、多数の投
票人が一般にその自由な判断による投票を妨げられ
たといえる重大な違反があった場合又は（ウ）憲法改
正案に対する賛成の投票の数若しくは投票総数の確
定に関する判断に誤りがあった場合であって、そのた
めに憲法改正案に係る国民投票の結果に異動を及ぼ
すおそれがあるときは、裁判所は、その国民投票の全
部又は一部の無効を判決しなければならないものと
すること。 

 
(3) 国民投票無効の訴訟の提起と国民投票の効力 
  訴訟の提起があっても、憲法改正案に係る国民投票

の効力は、停止しないものとすること。 
 
(4) 憲法改正の効果の発生の停止 
① 憲法改正が無効とされることにより生ずる重大な
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与 党 案 要 綱 民 主 党 案 要 綱 
支障を避けるため緊急の必要があるときは、裁判所
は、申立てにより、決定をもって、憲法改正の効果の
発生の全部又は一部の停止をするものとすること。た
だし、本案について理由がないとみえるときは、この
限りでないものとすること。 

② ①による憲法改正の効果の発生を停止する決定が
確定したときは、憲法改正の効果の発生は、本案に係
る判決が確定するまでの間、停止するものとするこ
と。 

 
二 再投票及び更正決定 
１ 再投票 
  国民投票無効の訴訟の結果、憲法改正案に係る国民
投票の全部又は一部が無効となった場合（２の更正決
定が可能な場合を除く。）においては、更に国民投票
を行わなければならないものとすること。 

 
２ 更正決定 
  国民投票無効の訴訟の結果、憲法改正案に係る国民
投票の全部又は一部が無効となった場合において、更
に国民投票を行わないで当該憲法改正案に係る国民
投票の結果を定めることができるときは、国民投票会
を開き、これを定めなければならないものとするこ
と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
第五 補則 
一 費用の国庫負担 
 国民投票に関する一切の費用は、国庫の負担とするも

のとすること。 
 
二 その他 
 その他所要の規定を設けるものとすること。 
 
 
第六 憲法改正の発議のための国会法の一部改正 
一 日本国憲法の改正の発議 
１ 憲法改正原案の提出要件 
  議員が憲法改正案の原案（以下「憲法改正原案」と

いう。）を発議するには、衆議院においては議員１０
０人以上、参議院においては議員５０人以上の賛成を
要するものとすること。 

 
２ 個別発議 
  憲法改正原案の発議に当たっては、内容において関

支障を避けるため緊急の必要があるときは、裁判所
は、申立てにより、決定をもって、憲法改正の効果の
発生の全部又は一部の停止をするものとすること。た
だし、本案について理由がないとみえるときは、この
限りでないものとすること。 

② ①による憲法改正の効果の発生を停止する決定が
確定したときは、憲法改正の効果の発生は、本案に係
る判決が確定するまでの間、停止するものとするこ
と。 

 
２ 再投票及び更正決定 
(1) 再投票 
  国民投票無効の訴訟の結果、憲法改正案に係る国民

投票の全部又は一部が無効となった場合（(2)の更正
決定が可能な場合を除く。）においては、更に国民投
票を行わなければならないものとすること。 

 
(2) 更正決定 
  国民投票無効の訴訟の結果、憲法改正案に係る国民

投票の全部又は一部が無効となった場合において、更
に国民投票を行わないで当該憲法改正案に係る国民
投票の結果を定めることができるときは、国民投票会
を開き、これを定めなければならないものとするこ
と。 

 

第三 国政問題国民投票 

一 国政問題国民投票の実施 
  国会が、国会法の規定により国政問題に係る案件を

発議したときは、国政問題国民投票を行うものとする

こと。 
 
二 国政問題国民投票の結果 
  国政問題国民投票の結果は、国及びその機関を拘束

しないものとすること。 
 
三 憲法改正国民投票に係る規定の国政問題国民投票

への準用 

  国政問題国民投票の実施については、第二（憲法改

正国民投票）の一（国民投票の実施）の規定を準用す

るものとし、必要な読替えを行うものとすること。 
 
第四 補則 
 一 費用の国庫負担 
  憲法改正国民投票又は国政問題国民投票に関する
一切の費用は、国庫の負担とするものとすること。 

 
 二 その他 
 その他所要の規定を設けるものとすること。 
 
第五 国会法の一部改正 
一 憲法改正の発議のための国会法の一部改正 
１ 日本国憲法の改正の発議 
(1) 憲法改正原案の提出要件 
  議員が憲法改正案の原案（以下「憲法改正原案」と

いう。）を発議するには、衆議院においては議員１０
０人以上、参議院においては議員５０人以上の賛成を
要するものとすること。 

 
(2) 個別発議 
  憲法改正原案の発議に当たっては、内容において関
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与 党 案 要 綱 民 主 党 案 要 綱 
連する事項ごとに区分して行うものとすること。 

 
 
３ 憲法改正の発議及び国民に対する提案 
① 憲法改正原案について国会において最後の可決が
あった場合には、その可決をもって、国会が日本国憲
法第９６条第１項に定める憲法改正の発議をし、国民
に提案したものとすること。 

② ①の場合において、両議院の議長は、憲法改正の発
議をした旨及び発議に係る憲法改正案を官報に公示
するものとすること。 

 
二 憲法審査会 
１ 設置 
  日本国憲法及び日本国憲法に密接に関連する基本
法制について広範かつ総合的に調査を行い、憲法改正
原案、日本国憲法の改正手続に係る法律案等を審査す
るため、各議院に憲法審査会を設けるものとするこ
と。 

 
２ 憲法改正原案等の提出 
  憲法審査会は、憲法改正原案及び日本国憲法の改正

手続に係る法律案を提出することができるものとす
ること。 

 
３ 憲法改正原案の審査手続の特例 
  憲法審査会は、会期中・閉会中を問わず、付託され
た憲法改正原案を審査することができるものとする
こと（閉会中審査の手続不要）。 

 
４ 合同審査会 
  各議院の憲法審査会は、憲法改正原案に関し、他の
議院の憲法審査会と協議して合同審査会を開くこと
ができるものとすること。合同審査会は、憲法改正原
案に関し、各議院の憲法審査会に勧告することができ
るものとすること。 

 
５ その他 
  １から４までに定めるもののほか、憲法審査会に関

する事項については、各議院の議決によりこれを定め
るものとすること。 

 
三 憲法改正案広報協議会 
  一３①の憲法改正の発議があったときは、その国民

に対する広報に関する事務を行うため、国会に、各議
院においてその議員の中から選任された同数の委員
で組織する憲法改正案広報協議会を設けるものとす
ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連する事項ごとに区分して行うものとすること。 
 
 
(3) 憲法改正の発議及び国民に対する提案 
① 憲法改正原案について国会において最後の可決が

あった場合には、その可決をもって、国会が日本国憲
法第９６条第１項に定める憲法改正の発議をし、国民
に提案したものとすること。 

② ①の場合において、両議院の議長は、憲法改正の発
議をした旨及び発議に係る憲法改正案を官報に公示
するものとすること。 

 
２ 憲法審査会 
(1) 設置 
  日本国憲法及び日本国憲法に密接に関連する基本

法制について広範かつ総合的に調査を行い、憲法改正
原案、日本国憲法の改正手続に係る法律案等を審査す
るため、各議院に憲法審査会を設けるものとするこ
と。 

 
(2) 憲法改正原案の提出等 
  憲法審査会は、憲法改正原案及び日本国憲法の改正

手続に係る法律案を提出することができるものとす
ること。 

 
(3) 憲法改正原案の審査手続の特例 
  憲法審査会は、会期中・閉会中を問わず、付託され

た憲法改正原案を審査することができるものとする
こと。（閉会中審査の手続不要）。 

 
(4) 合同審査会 
  各議院の憲法審査会は、憲法改正原案に関し、他の

議院の憲法審査会と協議して合同審査会を開くこと
ができるものとすること。合同審査会は、憲法改正原
案に関し、各議院の憲法審査会に勧告することができ
るものとすること。 

 
(5) その他 
  (1)から(4)までに定めるもののほか、憲法審査会に

関する事項については、各議院の議決によりこれを定
めるものとすること。 

 
３ 国民投票広報協議会 
  １(3)①の憲法改正の発議があったときは、その国

民に対する広報に関する事務を行うため、国会に、各
議院においてその議員の中から選任された同数の委
員で組織する国民投票広報協議会を設けるものとす
ること。 

 

二 国政問題に係る案件の発議のための国会法の一部

改正 

１ 国政問題に係る案件について国民投票に付すとき

は、国会の議決により、これを発議するものとするこ

と。 
２ 国政問題に係る案件は、国民が賛成又は反対を表明

することができる明確な設問としなければならない

ものとすること。 
３ 議員が国政問題に係る案件に係る議案を発議する

には、衆議院においては議員１００人以上、参議院に

おいては議員５０人以上の賛成を要するものとする

こと。 
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与 党 案 要 綱 民 主 党 案 要 綱 
 

 

 
第七 附則 
一 施行期日 
  この法律は、公布の日から起算して２年を経過した

日から施行するものとすること。ただし、第六の規定
は、公布の日以後初めて召集される国会の召集の日か
ら施行するものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
二 その他 
  その他所要の規定を整備するものとすること。 

４ 国政問題に係る案件の発議については、一１(3)②及

び３と同様とすること。 
 
第六 附則 
一 施行期日 
  この法律は、公布の日から起算して２年を経過した

日から施行するものとすること。ただし、第五の規定
は公布の日以後初めて召集される国会の召集の日か
ら、次の二の規定は公布の日から施行するものとする
こと。 

 

二 法制上の措置 

  国は、この法律の公布の日後速やかに、選挙権を有

する者の年齢を定める公職選挙法、成年年齢を定める

民法その他の法令の規定について検討を加え、その結

果に基づいて、この法律の施行の日までに、必要な法

制上の措置を講ずるものとすること。 
 
三 その他 
  その他所要の規定を整備するものとすること。 
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Ⅲ いわゆる「日本国憲法改正国民投票法案」の経緯 

 
《いわゆる「自治庁案」の経緯》 
昭和 27 年 12 月 2 日 選挙制度調査会が、吉田内閣に「日本国憲法の改正に関する

国民投票制度要綱」を答申。この答申を受けて、自治庁（当

時）において検討がなされる。 
昭和 28 年 2 月 9 日 自治庁が「最終要綱」を発表。 
             10 日 「最終要綱」及び「法案」を閣議に付すも、異論が出て、首

相一任となる。 
             13 日 「内閣が憲法改正の意図を持っている、と誤解されるおそれ

がある」として、閣議決定は見送り。 
昭和 28～29 年頃 国会法の全般的な改正（最終的には、昭和 30 年改正として成立

することとなるもの）の検討事項のひとつとして、「憲法改正

に関する議事手続規定」が検討されるも、最終的には見送り。 
 
 
《自由党における法案作成・提出の動き》 
平成 11 年～12 年 1 月 自由党（当時）の憲法問題研究会が「日本国憲法改正国民投

票法案」をまとめ、参議院への提出を目指す。 
 
 
《憲法調査推進議連案の作成》 
平成 12 年 1 月 20 日 衆参両院に憲法調査会が設置される。 
平成 12 年 11 月 29 日 憲法調査推進議員連盟（中山太郎会長）の総会で、「国民投票

制度小委員会」の設置を議決。 
平成 13 年 11 月 16 日 憲法調査推進議連の総会において「日本国憲法改正国民投票

法案」「国会法の一部を改正する法律案」が報告・了承され

る。 
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≪憲法調査会報告書提出・憲法調査特別委員会設置（第 163 回国会）≫ 
平成 16 年 4 月 13 日 自民党・公明党による「国民投票法等に関する与党協議会」

が発足。 
平成 16 年 12 月 3 日 「国民投票法等に関する与党協議会」において「日本国憲法

改正国民投票法案骨子（案）」が了承される。 
平成 17 年 2 月 17 日 憲法調査会において、国民投票法の制定を前向きに検討する

旨の自民・公明・民主各委員からの発言が行われる。 
平成 17 年 4 月 15 日 衆議院憲法調査会が報告書を議長に提出。 
平成 17 年 9 月 22 日 第 163 回国会において、国民投票法制に係る議案の審査・起

草権限を有する憲法調査特別委員会（「日本国憲法に関する

調査特別委員会」）が衆議院に設置される。 
平成 17 年 10 月 27 日 民主党が「憲法改正及び国政問題に係る国民投票法案・大綱

（素案）」を発表。 
  
 
≪憲法調査特別委員会設置（第 164 回国会）・与党案及び民主党案提出≫ 
平成 18 年 1 月 20 日 第 164 回国会において、前国会に引き続き、憲法調査特別委

員会が衆議院に設置される。 
平成 18 年 3 月 30 日 衆議院憲法調査特別委員会の理事懇談会において「論点整理」

に入る。以降、5 月 18 日まで計 7 回開催されている。 
平成 18 年 5 月 17 日 民主党が「日本国憲法の改正及び国政における重要な問題に

係る発議手続及び国民投票に関する法律案（仮称）・大綱」

を発表。 
平成 18 年 5 月 19 日 「国民投票法等に関する与党協議会」は、今国会において、

与党が日本国憲法改正の手続を定める法律案を提出する方針

を確認。 
平成 18 年 5 月 26 日 12 時 30 分、与党案提出。 
 12 時 45 分、民主党案提出。 

 
 
＜参照資料＞ 

全国憲法研究会編『法律時報増刊 憲法改正問題』 2005 年 
高橋正俊「憲法改正のための国民投票法について」比較法学研究 No.13 2001 年 
高見勝利『憲法の改正 シリーズ憲法の争点⑤』 国立国会図書館調査及び立法考査局 2005 年 
自民党 HP、民主党 HP 
 

～24 日 
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Ⅳ 与党案・民主党案における主な論点 

第一 憲法改正国民投票法制を議論するに当たって 

一 憲法改正国民投票法制の要否 

 憲法は、96 条において憲法改正の手続を規定している。しかし、現在までに

憲法改正のための手続法である国民投票法が制定されていないことから、当該

法律が必要となるか否かが論じられている。 
 自民党・公明党及び民主党は、憲法改正国民投票法制を速やかに制定すべき

であるとし、他方、共産党及び社民党は、現時点で国民投票法を制定する必要

はないとしている。 
 学説においても、憲法改正のいかんをとわず、その手続を成文法として整備

しておくことは、法治国としての当然なすべき義務であるとの意見1と、国会が

改憲を発議しているわけでも国会に改憲が発案されているわけでもなく、国民

投票の必要が生じてもいないことから憲法改正国民投票法制は必要ないとの意

見2がある。 
 

     必要であるとの意見             不要であるとの意見      

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

二 憲法改正案と憲法改正国民投票法制の議論を切り離して行うことの是非 
 国民投票法制を議論する前提として、憲法改正案と憲法改正国民投票法制の

議論をどのように行っていくかが問題となるが、この点に関して、両者の議論

を切り離して行うかどうかで意見が分かれている。 

                                                  
1 芦部信喜『憲法制定権力』300 頁 東京大学出版会 1983 年（初出 1954 年） 
2 井口秀作・浦田一郎・只野雅人・三輪隆『いまなぜ憲法改正国民投票なのか』9 頁（三輪隆執筆部分） 蒼

天社出版 2006 年 

憲法改正国民投票法制に対する意識・世論の

高まりにかんがみて、速やかに制定すべき。 
・憲法改正国民投票法の整備は、9 条改憲

の実現に向けた条件作りである。 
・国民自身が９条改憲のための国民投票法

制の整備を望んでいない。 

憲法改正についての賛成派も反対派も含め

た幅広い合意の下に、速やかに制定すべき。 
・現憲法を変える必要がない。 
・憲法改正国民投票法に関する国民の認知

度が重要。 

自民党・公明党 

民主党 

共産党 

社民党 
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 学説においても、近い将来、憲法改正が現実化するか否かは別として、憲法

改正の「発議機関」とされている以上、国会には、その必要が生じた場合に迅

速に対応しうるための法整備を行っておく必要があるはずである3とする意見と、

両議院の三分の二以上を構成する二大政党が全面的な改憲草案起草過程に入り、

「扇情的」な改憲ムードの高揚しつつある現況は、明らかに手続法整備の時期

として不適切である4とする意見がある。 
 
   切り離して議論すべきとの意見      切り離すことはできないとの意見 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

三 憲法改正の限界論 

 日本国憲法には、明示的に改正の限界について規定する条文は存在しない。

そのため、96 条の手続によって改正できる範囲が問題となる。 

 

１ 各党の意見 

  憲法改正の限界について、現憲法の良いところ（基本原理）を堅持しつつ、

その全面改正という形式によって新憲法を制定することは、憲法 96 条の許容

するところであるとの意見や、新憲法の制定を同条に基づく改正手続によっ

てなすことは不可能であるとの意見がある。 
 

 

 

 

 

                                                  
3 竹花光範「憲法改正の発議と国民投票」 2、3 頁 駒澤大學法學部研究紀要 61 号 2003 年 
4 松田浩「憲法調査会の後に来るもの－憲法改正手続法案に関連して」90 頁 法律時報 961 号 2005 年 

憲法改正案の内容と結び付けられると、歪

んだ議論となってしまう。 
政権与党が具体的な改憲案を出しており、

そのような内容が判明している以上、両者

を切り離して整理することはもはや不可能

な段階である。 

憲法改正の是非と関係なく、憲法改正につ

いての賛成派も反対派も含めた幅広い合

意の下に速やかに制定すべき。 
現在の議論は、9 条改憲論に引っ張られてお

り、両者を切り離して議論することは困難で

ある。 

自民党・公明党 

民主党 

共産党

社民党 
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憲法改正の限界に関する各党の主な意見 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２ 学説 
  憲法改正の限界について、多くの学説は憲法改正限界論を採っているが、

改正限界の範囲については、①主権原理（＋基本的人権）は改正できないと

する見解、②三原則は改正できないとする見解、③主権原理（＋基本的人権）

に加えて改正手続規定も改正できないとする見解などがある。 
  9 条の改正が憲法改正の限界を超えるかについては、上記①説からは、9 条

全体の改正が可能となるが、上記②説からは、(a)9 条 1 項は改正できないが 2
項は改正できるとする見解、(b)9 条 1 項・2 項ともに改正できないとする見解

に分かれる。 
 

憲法改正には限界があると考えるが、

それは、必ずしも「全面改正（新憲法

制定）」を否定するものとは考えない。 

・96 条は、憲法改正に関する手続規定であ

り、同規定による「新憲法」の制定は不可

能である。 
・日本国憲法の基本原理を改変するような改

正はできない。 

・憲法改正には限界がある。憲法三原則をは

じめ、他の規定よりも上位にあると思われ

るものは改正できないと考える。 
・改正が限界を超えているか否かについて

は、訴訟における無効事由とはならない。 

国民的議論を喚起する観点からも、この論点

については十分に議論をして、憲法改正には

限界があるという認識を深める必要がある。 

自民党 民主党

共産党

社民党

「加憲」の立場からも憲法改正には限界

があると考えている。 

公明党 
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憲法改正の限界についての学説 

無限界論 
憲法改正の手続を定めているのであるから、この所定の手続を経れば、憲法は改正され得るのである。・・ど

の規定ならばこれを改正し得るのか・・について何の定めも設けていないのである。それゆえに、所定の手続

を経れば、現憲法のどの規定でもこれを改正することができるのである5。 

主権原理（＋基本的

人権）改正不可 

・君主主権または国民主権の原理は、それぞれの憲法におけるもっとも根元的な原理

であると考えられるから、その憲法の定める改正手続によって、その原理を否定す

ることは、改正権の限界を超える7。 
・国民主権の原理から論理必然に出てくるコロラリーとしての基本的人権の尊重の原

理もまた憲法改正権の限界を形成する8。 
9 条 1 項の改正不可・2 項改正可 

平和主義とそれを実現するための手段（軍備の

放棄もしくは禁止）とは、法理論上は一応別個

であり、平和主義の立場を守りながら一定限度

の軍備をもつために後者を改正（削除）しても、

民主憲法の同一性は失われないと解してよい
10。 

9 条 1 項・2 項ともに改正不可 
三原則の改正不可 

第一に国民主権の原理そのものを

定めた部分は改正の限界をなす。

第二に、基本的人権の原理は、こ

の憲法の内容を規律する原理であ

るから、この原理そのものを定め

た部分も改正の限界をなす。第三

に、前文及び 9 条に定められてい

る平和主義の原理も、この憲法の

内容を規律する基本原理であり、

したがってこの平和主義の原理を

否定することも改正の限界外にあ

ると考えるべきである9。 

1 項にとどまることなく、特に 2 項を設けたこ

とに積極的意義があるとする立場に立つ限り、

後者の（9 条 2 項の戦力不保持の部分も改正の

限界外であると解する）見解を正当とすべきで

ある11。 

限界論 
主権の所在

を示す条項

など、憲法の

基本原理な

いし基本的

性格を示す

条項は、変更

することが

できない上

位の条項に

当たる6。 

主権原理（＋基本的
人権）に加えて 96
条の改正不可 

改正手続を根拠に、憲法典を支える最終的権威である憲法制定権力の担い手の変更は

ありえない。（略）「自然権」的発想を否定するような改正は、もとの憲法典との同一

性を失わせるものとして改正の限界を越える。（略）憲法の改正手続規定および改正

禁止規定は改正の対象とはなりえない12。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
5 大石義雄『日本國憲法概論』183、184 頁 青林書院 1958 年 
6 佐藤功『ポケット註釈全書 憲法（下）』1252、1253 頁 有斐閣 2001 年（初版 1955 年） 
7 宮澤俊義（芦部信喜補訂）『全訂日本国憲法』787～789 頁 日本評論社 1978 年（初版 1955 年） 
8 宮澤俊義（芦部信喜補訂）『全訂日本国憲法』787～789 頁 日本評論社 1978 年（初版 1955 年） 
9 佐藤功『ポケット註釈全書 憲法（下）』1254 頁 有斐閣 2001 年（初版 1955 年） 
10 小林直樹『〔新版〕憲法講義（下）』560、561 頁 東大出版会 1994 年（初版 1981 年） 
11 佐藤功『ポケット註釈全書 憲法（下）』1254 頁 有斐閣 2001 年（初版 1955 年） 
12 佐藤幸治『憲法〔第三版〕』39、40 頁 青林書院 1995 年（初版 1981 年） 

（参考）改正の限界についての明示的な条項を有する諸外国の憲法の例 

○イタリア共和国憲法 第 139 条（憲法改正の限界） 

 共和政体は憲法改正の対象となることができない。 

○ドイツ連邦共和国基本法 第 79 条（基本法の変更） 

(3) この基本法の変更によって、連邦の諸ラントへの編成、立法に際しての諸ラント

の原則的協力、または、第 1 条〔人間の尊厳〕および第 20 条〔連邦国家、権力分

立、社会的法治国家、抵抗権〕にうたわれている基本原則に触れることは、許され

ない。 

○フランス第五共和国憲法 第 89 条（憲法改正） 

⑤ 共和政体は、これを改正の対象とすることはできない。 
 

出典：樋口陽一・吉田善明編『解説 世界憲法集〔第 4 版〕』 三省堂 2001 年 
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第二 総論的事項 

一 国政選挙と同時実施することの是非 

 国民投票の実施については、憲法 96
条は、①特別の国民投票、②国会の定め

る選挙の際行われる投票、の 2 種類を

想定している。 
 どちらの方式を選択するかは、その時

の状況に応じた法律の制定か、又は国会

の議決に委ねられているとも解されるが13、憲法改正という問題の重要性を考慮

すると、①特別の国民投票のほうが望ましいとする意見が、学説上多い14。 
 なお、諸外国の例では、スウェーデンにおいて、憲法に当たる基本法の改正

に関する国民投票は、議会選挙と同時に実施される（統治法典 8 章 15 条 4 項）。 
 
 

二 国民投票法案の対象範囲 

 与党は、今回整備するのは、憲法 96 条に定める手続を実現するための「憲法

改正」国民投票法であり、間接民主制の根幹に関わる「一般的」国民投票法の

制定は、近い将来の課題であるとしている。 
 学説においては、憲法 41 条で国会を「国の唯一の立法機関」と規定している

ことから、決定型の確定的国民投票については認められないが、諮問型国民投

票であれば導入は可能であるとする見解がある15。 
 
 
 
 
 
 
 

 そこで、民主党案は、重要な国政問題に関して、国及びその機関を拘束しな

い効果にとどまる一般的国民投票制度の導入をあわせて求めている。この一般

的国民投票制度については、国民投票無効の訴訟、再投票の規定等が適用され

                                                  
13 飯島滋明「『日本国憲法改正国民投票法案』の問題点」57 頁 専修大学社会科学研究所月報 504 号 2005
年 

14 佐藤功『ポケット註釈全書 憲法（下）』1261 頁 有斐閣 2001 年（初版 1955 年）、清宮四郎「改正

の手続」232 頁 清宮四郎・佐藤功編『憲法講座 第 4 巻』 有斐閣 1964 年 など 
15 辻村みよ子『憲法〔第 2 版〕』392 頁 日本評論社 2004 年 

国政選挙との同時実施の問題点 

・与野党が政権をかけて争う国政選挙と、

国会の 2/3 以上の勢力が協調して発議し

た憲法改正国民投票とは質的に異なる。 
・両者を同時に実施すると有権者が混乱す

るおそれがある。 

決定型国民投票と諮問型国民投票との違い 

決定型国民投票

裁可型とも呼ばれ、国家機関の決定は経たが未だ効力を発生
するに至っていない国家意思について、国民投票によって国
民からの賛意が表明された場合に国家意思としての効力を発
生せしめ確定せしめるものとして行われるもの 

諮問型国民投票
助言型とも呼ばれ、国民投票によって示された国民の意思に
は法的効果はなく、国家意思の形成に当たっての参考にされ
るものとして行われるもの 
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ないことを除き、憲法改正国民投票制度と同じ手続によることとされている。 
 なお、諸外国では、憲法改正国民投票と一般的国民投票を、一つの法律とし

て制定している例が多い16。 

一般的国民投票の導入についての主な意見 

憲法改正国民投票法と一緒に規定すべき 慎重に検討すべき 

・諮問型の国民投票であれば導入は可能。 
・憲法改正国民投票も、一般的国民投票も、「国民

投票」として民意を聴くことには変わりなく、

手続の共通点も多い。 
・皇室典範の改正問題など、国民投票に付すに相

応しい問題がある。 
・NHK と朝日新聞によれば、憲法を改正して重

要な問題は国民投票で決めたいという人が

53％もいる。憲法改正はしなくていいけれども、

重要な課題については国会や政府に尊重させる

という国民投票をやった方がいいというのは

27％、合わせて 80％である。NHK も大体同じ

ような数字である。日本の国民が、重要な課題

については国民投票で決めたいというふうに考

えている人が 8 割いる。17 

・憲法 41 条は国会を「国の唯一の立法機関」と

規定しており、また諮問型であっても事実上の

拘束力を有し、濫用の危険性も考えられるから、

慎重な議論が必要。 
・憲法調査特別委員会の所管事項を超えている。 
・重要案件を国民投票にかけるとすると、憲法上

法的拘束力は持たせないといいながら、事実上、

出た結果は拒否できない。事実上の拘束力を生

んでしまうような制度をつくってしまうと、そ

れは時の経過とともに現憲法のままで代議制民

主主義、議会制の崩壊につながっていく。それ

は議会の自殺行為である。18 
・レファレンダムではなくてプレビシット的な時

の為政者に対する人気投票になってしまって、

いわば全権委任的なイメージを国民が持ってし

まう。また、時の権力を行使する皆さんがその

ように勘違いをなさってしまう危険性があるの

ではないか。19 
 
 
三 国民投票法の性格 

 国民投票法を、①国民投票の一般的ルールを定めた恒久法とすべきか、それ

とも、②国民投票の都度制定すべきか、との議論がある。憲法秩序の予測可能

性を確保する見地からは①恒久法としての制定20が、毎回点検しながらよりよい

手続をとっていく見地からは②その都度の制定21が主張されている。 
 

 

 

 

                                                  
16 イタリア：憲法に規定する国民投票及び国民の立法発案に関する法律（1970 年制定） 
   スイス：政治的権利に関する 1976 年 12 月 17 日の連邦法 
   スペイン：レファレンダムの各種の方式の規制に関する 1980 年 1 月 18 日組織法 2 号 
17 2005 年 10 月 20 日 衆・日本国憲法に関する調査特別委員会 今井一参考人 
18 2006 年 5 月 18 日 衆・日本国憲法に関する調査特別委員会 小林節参考人 
19 2006 年 5 月 18 日 衆・日本国憲法に関する調査特別委員会 伊藤真参考人 
20 松田浩「憲法調査会の後に来るもの-憲法改正手続法案に関連して」90 頁 法律時報 961 号 2005 年 
21 小沢隆一「憲法改正国民投票法をめぐる理論的問題」13 頁 法と民主主義 399 号 2005 年 

（参考）フランスの国民投票法制 

 フランスでは、憲法改正案が国民投票に付託される場合、恒久的な国民投票

手続法は定められておらず、国民投票の実施のためのデクレ（大統領又は総理

大臣により署名された、一般的又は個別的効力を有する執行的命令）が制定さ

れる方式がとられている。 
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第三 国民投票の実施 

一 国民投票の期日 

１ 投票期日までの周知期間 
  与党案・民主党案ともに、

憲法改正案の内容に応じて

期間を設定することができ

るよう、国会が憲法改正を発

議した日から起算して 60 日

以後 180日以内としている。

一方で、十分な検討、熟慮を

する期間を保障すべきとし

て、180 日以上とすべきとす

る考え方もある。 
  学説は、「国会の発議後、あまり早くては国民が問題を意識して考える余裕

がなく、またあまり遅くては、国民の関心が薄らぐおそれ」22があるとして、

適切な期間を設定することを求めている。 
 
２ 投票期日の設定者 

  与党案・民主党案ともに、憲法改正を発議した国会が自ら定めるべきであ

るとして、国会が投票期日を議決するものとしている。 
  学説においても、投票期日の設定については、内閣よりも国会が発議の際

に改正案の内容を吟味して個別に決定する方が96条の趣旨に合致するとの見

解がある23。 
 
 
二 投票権者の範囲 

１ 年齢 

(1) 選挙権年齢・国民投票権年齢 

  憲法 15 条 3 項は、「公務員の選挙については、成年者による普通選挙を保

障する。」と定め、公職選挙法 9 条 1 項は、選挙権を 20 歳以上の者に認めて

いる24。 
                                                  
22 清宮四郎「改正の手続」233 頁 清宮四郎・佐藤功編『憲法講座 第 4 巻』 有斐閣 1964 年 
23 松田浩「憲法調査会の後に来るもの―憲法改正手続法案に関連して」92 頁 法律時報 961 号 2005 年 
24 公職選挙法 9 条 1 項「日本国民で年齢満二十年以上の者は、衆議院議員及び参議院議員の選挙権を有す

る。」、2 項「日本国民たる年齢満二十年以上の者で引き続き三箇月以上市町村の区域内に住所を有する者

は、その属する地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有する。」 

周知期間に関する諸外国の例 

国名 周知期間（発議からの日数） 

韓国 30 日以内 
オーストラリア 33 日以上 58 日以内 
スペイン 30 日以上 120 日以内 
オーストリア 2 か月以上 
フランス 約 3 か月（2000 年憲法改正の例） 
スイス 4 か月以内 
デンマーク 6 か月以内 
イタリア 約 7 か月（2006 年国民投票の例） 
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  国民投票権年齢については、与党案は、憲法改正の国民投票の投票権を 20
歳以上の者に認めている。これに対して、民主党案は、国民投票の投票権を

18 歳以上の者に認め、ただ、憲法改正案の内容に応じ、国会の議決により当

該憲法改正案に係る国民投票に限り、16 歳以上に年齢要件を引き下げること

ができるとしている。 

与党案・民主党案における投票権者（年齢要件）の比較 

与党案 民主党案 公職選挙法 

20 歳以上 

・18 歳以上 

・国会の議決により、16 歳以

上とすることも可能 

20 歳以上 

 

  この点については、学説には、「従来から一八歳選挙権の主張がなされてき

ているところであり、通常の選挙権について以上に、憲法改正という問題に

ついてはより多くの国民が参加できることがのぞましいのであるから、ぜひ

とも、一八歳以上の者を対象とすべきである。25」、「国民投票権者については、

一五条三項の『公務員の選挙』権者としての『成年者』、したがって公選法九

条が設定する選挙権者とは別に、国民投票法で改めて設定することが求めら

れる。が、選挙権者よりも狭くすることすなわち年齢要件の引上げ等は許さ

れず、逆に広く一八歳以上等に引き下げることは、国民主権原理の権威的（正

当性）契機を担う全国民に権力的契機を具現化する投票権者団を接近させる

ものとして評価される。とはいえ、九六条が『国会の定める選挙の際行はれ

る』『国民投票』を予定している以上、また『全国民を代表する』国会議員の

選挙権者と憲法改正投票権者がともに国民主権原理から引き出される存在で

ある以上、基本的には年齢要件はやはり同一たるべきであろう。26」といった

見解がある。 

 

                                                  
25 植村勝慶「憲法改正のための法整備がいま必要か？－憲法改正への危険な地ならし」28 頁 月刊憲法運

動 308 号 2002 年 
26 吉田栄司「憲法改正の手続」114 頁 全国憲法研究会編『法律時報増刊 憲法改正問題』 2005 年 
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(2) 16 歳～19 歳人口と総選挙における年齢別投票率 
  投票権者の年齢要件に関連し、16 歳～19 歳の人口は次のとおりである。 

16 歳～19 歳及び 20 歳以上の人口 （2003 年） 
年齢 総数 男 女 

16 歳 135 万人 69 万人 66 万人

17 歳 138 万人 71 万人 67 万人

18 歳 144 万人 74 万人 70 万人

19 歳 151 万人 77 万人 74 万人

小計①（16 歳～19 歳） 568 万人 291 万人 277 万人

小計②（18 歳・19 歳） 295 万人 151 万人 144 万人

16 歳以上③ 1 億 840 万人 5,246 万人 5,594 万人

18 歳以上④ 1 億 567 万人 5,105 万人 5,461 万人

20 歳以上⑤ 1 億 272 万人 4,954 万人 5,318 万人

  資料：国立社会保障・人口問題研究所 
  ＊四捨五入のため、数値が合わない場合がある。 
 
  また、16 歳～19 歳人口とそれ以上の人口との関係は次のとおりである。 

16 歳～19 歳人口とそれ以上の人口との関係（2003 年） 
項  目 数 値 

16 歳以上の人口に占める 16 歳～19 歳人口の割合 （上の表の①÷③） 5.24% 

18 歳以上の人口に占める 18 歳及び 19 歳人口の割合 （上の表の②÷④） 2.79% 

16 歳～19 歳の人口に対する 20 歳以上人口の比率 （上の表の①：⑤） 1：18.1 

18 歳及び 19 歳の人口に対する 20 歳以上人口の比率 （上の表の②：⑤） 1：34.8 

  資料：国立社会保障・人口問題研究所 
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  また、衆議院議員総選挙における年齢別投票率は、次のとおりである。 
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20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～79 80以上

平成12年衆議院 平成15年衆議院
 

資料：総務省 
＊全国の投票区の中から標準的な投票率を示す投票区を各都道府県の市町村から原則として 1 投

票区ずつ、計 151 投票区について抽出し、その平均的傾向を求めたもの。 
 
  この資料によれば、20 歳から 24 歳までの衆議院議員総選挙の投票率は、

第 42 回（平成 12 年 6 月 25 日）で 35.64％、第 43 回（平成 15 年 11 月 9 日）

で 32.39％となっており、それぞれ、全体の投票率の 62.49％、59.86％より

低くなっている。 

衆議院議員総選挙における年齢別投票率 
％

歳 
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(3) 年齢に関する他の立法例 
  年齢に関しては、以下のような立法例がある。 

年齢に関する立法例 
年齢 法 律 概  要 

民法 4 条、5 条 
年齢 20 歳をもって、成年とする。未成年者が法律行為をする

には、原則として、法定代理人の同意を得なければならない。

少年法 2 条 「少年」とは、20 歳に満たない者をいう。 

未成年者飲酒禁止法 1

条、未成年者喫煙禁止法

1 条 

満 20 歳に至らない者は、飲酒及び喫煙をすることができな

い。 

医師法 3 条、公認会計士

法 4 条等 

未成年者であることが欠格事由となる。 

20 歳 

国民年金法 7 条 被保険者資格を得る。 

19 歳 スポーツ振興投票法 9 条 
19 歳に満たない者は、スポーツ振興投票券の購入等ができ

ない。 

皇室典範 22 条 天皇、皇太子及び皇太孫の成年は、18 年とする。 

児童福祉法 4 条 児童とは、満 18 歳に満たない者をいう。 

民法 731 条 男子の婚姻適齢 18 歳 

少年法 51 条 
罪を犯すとき 18 歳に満たない者に対しては、死刑と無期刑が

緩和される。 

16 歳 民法 731 条 女子の婚姻適齢 

15 歳 民法 961 条 遺言をすることができる。 

14 歳 刑法 41 条 14 歳に満たない者の行為は、罰しない。 

 
(4) 住民投票における年齢要件 

  市町村合併の是非等を問う住民投票が各地で実施されており、投票権者を

18 歳以上とする例が見られる（平成 15 年 2 月 16 日滋賀県長浜市における市

町村合併をめぐる住民投票など）。 
  また、常設型住民投票制度を条例により整備する例が見られ、その中で、

投票権者を 18 歳以上とする例（岸和田市住民投票条例など）や、16 歳以上

とする例（神奈川県大和市自治基本条例）が見られる。 
 

(5) 諸外国における選挙権年齢・投票権年齢 

  憲法改正国民投票（一般的国民投票を含む。）の投票権者（年齢要件）は、

平成 17 年及び 18 年に衆議院の調査議員団が調査した諸国においては、いず

れも、国政選挙の選挙権者と同じ 18 歳であった（次頁の表参照）27。 

                                                  
27 『衆議院欧州各国国民投票制度調査議員団報告書』（平成 18 年 2 月）、『衆議院欧州各国憲法及び国民投

票制度調査議員団報告書』（平成 18 年 10 月） 
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諸外国の国政選挙及び憲法改正国民投票における年齢要件 

 選挙権年齢
憲法改正国民投票

の投票権者 

オーストリア 
スロバキア＊1 
スイス 
スペイン 
フランス＊2 
ポーランド 
イタリア 
デンマーク 
エストニア 

18 歳 18 歳 

＊1 他国との同盟関係に関する憲法的法律の承認の場合等の国民投票 
（憲法改正手続に国民投票は定められていない。）。 

＊2 下院議員の選挙権 

  また、世界各国の選挙権の年齢は、国立国会図書館の調べによると、調査

した 182 か国（地域を含む）のうち、18 歳以上（15～17 歳以上も含む。）は、

159 か国となっている（詳しくは巻末資料「世界各国（地域を含む）議会（下

院・直接選挙）の選挙権年齢・被選挙権年齢」を参照）。 
 
 
２ 居住要件 

  選挙権については、満 20 歳以上の日本国民であっても選挙人名簿に登録さ

れていなければ、これを行使することができない。選挙人名簿に登録される

ためには、住民基本台帳に記載されて引き続き 3 か月を経過しなければなら

ない28。 
  国民投票においても、このような要件を設ける必要があるかが問題となる

が、与党案・民主党案ともこのような 3 か月居住要件を設けず、国民投票の

期日前 50 日に当たる日（登録基準日）において当該市町村の住民基本台帳に

記録されている者等を、投票人名簿に登録するものとしている。 
 
 
３ 公民権停止者の投票権 

  20 歳以上の日本国民であっても、公職選挙法 11 条、252 条、政治資金規正

法 28 条により、次の場合には選挙権・被選挙権を停止することが定められて

いる29。 

                                                  
28 公職選挙法 21 条 1 項「選挙人名簿の登録は、当該市町村の区域内に住所を有する年齢満二十年以上の

日本国民（中略）で、その者に係る登録市町村等（中略）の住民票が作成された日（中略）から引き続

き三箇月以上登録市町村等の住民基本台帳に記録されている者について行う。」 
29 公職選挙法 11 条、252 条等を参照。 

選挙権年齢 国数 

15 歳以上 1 か国

16 歳以上 3 か国

17 歳以上 4 か国

18 歳以上 151 か国

19 歳以上 1 か国

20 歳以上 7 か国

21 歳以上 14 か国

不明 1 か国

世界各国の選挙権年齢の分布
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① 成年被後見人：平成 7～16 年度（10 年間）後見開始認容数…約 5 万人 
② 刑に処せられた者：次表のとおり。 

犯罪による公民権の停止 

区  分 判決 
公民権停止の期間 

（不停止・短縮の可否） 
人数 

実刑 実刑期間 一
般 

禁錮以上の刑に処せられた者 
執行猶予 適用なし 

約6万人

実刑 
実刑期間及びその後

の 5 年間 
収
賄
罪 

公職にある間に犯した収賄罪等により刑

に処せられた者 
執行猶予 執行猶予期間 

不停止・ 

短縮可 
ごく僅か

実刑 5 年間 
罰金刑

執行猶予 執行猶予期間 

実刑 
実刑期間及びその後

の 5 年間 

一定の選挙犯罪により刑に処せ

られた者 禁錮以

上の刑
執行猶予 執行猶予期間 

累犯者 
上記「5 年間」→ 

「10 年間」 

短縮可 約750人

実刑 実刑期間 

選
挙
犯
罪 

法律で定めるところにより行わ

れる選挙、投票及び国民審査に

関する犯罪 

禁錮以

上の刑 執行猶予 執行猶予期間 
ごく僅か

実刑 5 年間 
罰金刑

執行猶予 執行猶予期間 

実刑 
実刑期間及びその後

の 5 年間 

規
正
法
違
反 

政治資金規正法違反の罪によ

り刑に処せられた者 
禁錮刑

執行猶予 執行猶予期間 

不停止・ 

短縮可 

－ 

 
  そこで、国民投票制度において、公職選挙法等により公民権が停止された

者について、投票権を認めるかどうかが論点となる。この点、与党案・民主

党案は、成年被後見人以外のすべての者に投票権を与えるものとしている。 
  なお、各国の拘置中の者の選挙権の状況は、以下のとおりである。 
 

各国の拘置中の者の選挙権の状況30 

例外なく選挙権を 

剥奪している国 

何らかの限定を設けて 

選挙権を剥奪している国 

普通選挙の原則が拘置中の 

受刑者にも全面的に及んでいる国 

アルゼンチン、アルメニア、

ブラジル、ブルガリア、チ

リ、エストニア、ハンガリー、

インド、ルクセンブルク、ポ

ルトガル、ルーマニア、ロシ

ア、連合王国 

日本＊、オーストラリア、オー

ストリア、ベルギー、フィンラン

ド、フランス、ドイツ、ギリシャ、

イタリア、マルタ、ニュー・ジー

ランド、ノルウェイ、サン・マリ

ノ 

ボスニア、カナダ、クロアチア、キプロス、チェコ、

デンマーク、アイスランド、アイルランド、イスラエ

ル、ラトヴィア、リトアニア、マケドニア、オランダ、

ペルー、ポーランド、セルビア、スロヴェニア、南ア

フリカ、スペイン、スウェーデン、スイス、ウクライナ

＊ 日本は、禁錮以上の刑に処せられて拘置中の者の選挙権を停止しており、拘留受刑者の選挙権は停

止していない。 

                                                  
30 倉田玲「禁錮以上の刑に処せられた者の選挙権」189、190 頁 立命館法学 300・301 号 2005 年 
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三 広報協議会及び国民投票に関する周知 
１ 憲法改正案の周知広報 

 (1) パンフレット（国民投票公報）の記載事項 

   与党案・民主党案ともに、パンフレット（国民投票公報）には憲法改正

案、その要旨及び解説等、憲法改正案に対する賛成・反対の意見を掲載す

るとしている。 
   また、憲法改正案、その要旨及び解説等に関する記載については、客観

的かつ中立的にこれを行うとともに、その賛成・反対の意見の記載につい

てはこれを公正かつ平等に扱うものとしている。 
 

【パンフレットの記載イメージ】 

 

 
 (2) パンフレットの作成者 

   与党案・民主党案ともに、新たに国会に設置される協議会（与党案では

「憲法改正案広報協議会」、民主党案では「国民投票広報協議会」）が、パ

ンフレットの原稿を作成することとしている。 
   諸外国の例では、憲法改正案の解説を含むパンフレットを作成する国に

は、スイスがある。 
 
 
 
 
 
 

パンフレット（国民投票公報） 

① 憲法改正案 
憲法改正案の要旨及び解説等 
 

② 賛成意見 

③ 反対意見 

①については、客観的

かつ中立的に、 
②③については、公正

かつ平等に 
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憲法改正案の周知に関する諸外国の例 

 
 (3) 憲法改正案の広報機関の名称・構成等 

   与党案は憲法改正案広報協議会、民主党案は国民投票広報協議会を国会

に設置するとしている。いずれの案も、(a) 協議会は衆議院議員 10 名、参

議院議員 10 名から構成されること、(b) その委員の選任は各会派の所属議

員数の比率による各会派への割当てによること、(c) 憲法改正案に反対の表

決を行った議員の所属する会派から委員が一人も選任されないこととなる

場合には、当該会派からも各議院において委員を選任するようできる限り

配慮すること、としている。 

憲法改正案の周知広報と国民投票の周知広報 
 憲法改正案に関わるもの 国民投票そのものに関わるもの 

周知広報の主体 

・憲法改正案広報協議会 
又は国民投票広報協議会 

 

・ 総務大臣 
・ 中央選挙管理会 
・ 都道府県選挙管理委員会及び市町

村選挙管理委員会 

周知広報の内容 

① 憲法改正案、その要旨及び解説等、

憲法改正案に対する賛成・反対の意

見を掲載した国民投票公報 
② 憲法改正案に関する説明会その他憲

法改正案の広報 

① 国民投票の方法 
② この法律に規定する規制 
③ その他国民投票の手続に関し必要

と認める事項 
④ 国民投票の結果（中央選挙管理会

のみ） 
 
 

国名 周知主体 周知内容 

韓国 選管 提案理由・骨子などをまとめた公報 
オーストリア 政府 憲法改正案を官報に掲載 

フランス 選管 憲法改正案を選挙人へ配付 

スイス 政府 投票に付される文面・連邦参事会の簡単な説
明文を有権者に配付 

憲法改正案広報協議会又は国民投票広報協議会の構成例 

 

 

 

 

 

D 党（反対） 
E 党（反対） 

参議院議員 10 名 衆議院議員 10 名 
（例えば、会派勢力に応じ配分した結果が以下の

とおりとなった場合） 

A 党（賛成）６名 
B 党（賛成）３名 
C 党（賛成）１名 

このようにABCいず

れの政党も賛成で、

DEに配分がない場合

には、DEのそれぞれ

から委員を選任でき

るようにできる限り

の配慮 
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四 投票 

１ 投票の方式 

憲法改正事項が複数にわたる場合の国民投票の方法は、大別して、①一括し

て投票する方法、②改正事項ごとに投票する方法、③いずれかを投票ごとに決

定する方法の３つに大別される。 
与党案・民主党案とも、憲法改正案の原案の発議に当たっては、「内容にお

いて関連する事項ごとに区分して行うもの」とされている（与党案・民主党案

ともに改正後の国会法 68 条の 3）。 
投票の方式 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

投票の方式とその長所・短所27 

                                                  
27 高見勝利『憲法の改正シリーズ 憲法の論点⑤』13 頁 国立国会図書館調査及び立法考査局 2005 年に

よる。 

方式 長所 短所 
① 一括して投票する方法 憲法の基本原則はそのまま維持

しつつも、すべての条項が全面的
に改正される場合には、この方式
が適する。（もっとも、これは、
②又は②’の方式の適用例だとい
うこともできよう）。 

相互に関連ないし脈絡のない
種々の事項が同時に改正の対象
となるような場合、それらを一括
し、一体として、その賛否の意思
表示を求めることは、国民に対す
る無理強いのそしりを免れない。

② 改正事項ごとに投票する方法 国民が各条項の改正案について、
逐一自らの意思を表示し、「決定
する」という点では、積極的に評
価しうる。 

相互に不可分の関係にある条項
の間で賛否の結論が分かれてし
まった場合、改正の意図が実現で
きず、改正の効果に期待できない
という事態が生じ得る可能性も
ある。 

②’改正事項ごとに投票するが、
内容において関連する事項ご
とに区分して投票する方法 

上記①および②の方式が有する
欠点を回避することができるの
みならず、国民にとっても、何を
決定すべきかが明確である点で、
妥当な方式である。 

 

Ａ、Ｂ、Ｃ３つの事項を改正の対象とする場合 

①一括して投票する方法       ②改正事項ごとに投票する方法 

 

 
 

可決  否決 可決  否決 可決  否決 

可決   否決 

         成立  不成立 成立 不成立 成立 不成立 

      成立   不成立 

 

 

③いずれかを投票ごとに決定する方法では、その都度①と②のどちらかをとるか国会が決定することとなる。

憲
法
改
正
案

Ａ
… 

Ｂ
… 

Ｃ
…

Ａ Ｂ Ｃ 

※例えば、Ａ、Ｂが可決され、Ｃが否決された 

場合Ａ、Ｂのみの改正となる。 

※可決された場合、Ａ、Ｂ、Ｃすべて

改正となる。 
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諸外国における投票方式の例 

衆議院法制局「各国の国民投票に関するアンケート調査」（平成 16 年 9 月） 
（注）表中の各国の投票用紙の実例は末尾に掲載。 
＊ 原則一括投票だが、個別投票も可能であるとされる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 投票用紙 

投票用紙の様式については以下のような論点がある。 
 

(1) 投票用紙に関する規定 

投票用紙に関しての技術的事項に関しては、あらかじめ国民投票法本体で原

則的な枠組みを定めておくべきであるという見解と憲法改正案の内容にかん

がみ、その都度定めれば足りるとする見解がある。 
 

 

                                                  
28 2003 年の国民投票では、当初の政府案は一括投票であったが、憲法裁判所がこれを認めず、個々の改

正事項ごとの投票となった。 

一括して投票 オーストリア＊、韓国、パナマ 

（１枚の投票用紙を使用） 
コロンビア28、アイルランド、ウズベキスタン 

改正事項ごとに投票 
（設問ごとに 1 枚の投票用紙を使用） 
オーストラリア、イタリア、スイス 

いずれかの方法を投票ごとに決定 フランス 

（参考） アメリカの住民投票における「一投票一案件の原則」(single subject rule） 

アメリカの各州における住民投票には、「一投票一案件の原則」(single subject 
rule）、すなわち「一回の投票は、単一の内容を含んだ案件に対してなされなければな

らない」という原則が維持されており、①一括投票に生じうる、投票案件の故意の組

合せによる民意の不正確な反映を防止、②内容不明な法案の成立の防止及び既存の法

体系との矛盾の回避、③議員間のなれ合い投票（logrolling）の防止といった効果があ

る。 
（福井康佐「憲法改正国民投票における運用上の諸問題」196 頁 学習院大学大学院法学研究科法学論集 

9・10 号 2003 年） 
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投票用紙の様式について、与党案・民主党案は次のように定めている。 
 

与党案 民主党案 
 （投票用紙の交付及び様式） 
第五十七条 投票用紙は、国民投票の当日、

投票所において投票人に交付しなけれ

ばならない。 
２ 投票用紙には、憲法改正案に対する賛

成又は反対の意思を表示する記号を記

載する欄を設けなければならない。 
３ 投票用紙は、別記様式（第六十二条第

一項及び第二項並びに第六十三条の規

定による投票の場合にあっては、政令で

定める様式）に準じて調製しなければな

らない。 

 （投票用紙の交付及び様式） 
第五十七条 投票用紙は、国民投票の当日、

投票所において投票人に交付しなけれ

ばならない。 
２ 投票用紙には、憲法改正案に対する賛

成の意思を表示する記号を記載する欄

を設けなければならない。 
３ 投票用紙は、別記様式（第六十二条第

一項及び第二項並びに第六十三条の規

定による投票の場合にあっては、政令で

定める様式）に準じて調製しなければな

らない。 
 

 
 
 
 
 
 

○ 

注
ち
ゅ
う 

意 い 

一 

憲け
ん

法ぽ
う

改か
い

正せ
い

案あ
ん

に
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る
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二 

憲 け
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三 

○
又ま
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×
の
記き

号ご
う

以
外

い

が

い

は
何な

に

も
書か

か
な
い
こ
と
。 

記
き

 載
さい

 欄
らん

 

 
 
 
 
 
 

○ 

注
ち
ゅ
う 

意 い 

一 

憲け
ん

法ぽ
う

改か
い

正せ
い

案あ
ん

に
賛さ

ん

成せ
い

す
る
と
き
は
、
次つ

ぎ

の
欄ら

ん

内な
い

に
○
の
記き

号ご
う

を
書か

く
こ
と
。 

二 

憲 け
ん

法 ぽ
う

改 か
い

正 せ
い

案あ
ん

に
反 は

ん

対 た
い

す
る
と
き
は
、
次つ

ぎ

の
欄ら

ん

内な
い

に
何な

に

も
書 か

か
な
い
こ
と
。 

三 

○
の
記き

号ご
う

以
外

い

が

い

は
何な

に

も
書か

か
な
い
こ
と
。 

記
き

 載
さい

 欄
らん

 

与党案 民主党案 

別記様式（裏面のみ掲載）
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(2) 投票の記載方法 
投票の記載方法について、与党案・民主党案には以下のような違いがある。 

 

【与党案】 

有効投票 無効投票 

 
賛成票 反対票 

白

票 
その他 

棄

権

○ × 
賛成の場合は○を記入 
反対の場合は×を記入 

有効投票総数の過半数で決する 

   

【民主党案】 

 賛成票 反対票（白票） 
×・ 

他事記載 

棄

権

○   賛成の場合は○を記入 
反対の場合は記入せず 

投票総数の過半数で決する 

 

 

※ 賛成欄・反対欄に記号を記入という方法をとる場合、その方法によっては、

白票の取扱いに差異が生じることとなる（第四の一 「過半数」の意義参

照）。 
 

その他、投票の記載方法については下表のような類型がある。 
 

投票の記載方法とその例 

記載方法 例 

記載欄に記号を記入 与党案、民主党案 

賛成欄・反対欄に記号を記入 
オーストリア、コロンビア、アイルランド、イタ
リア、韓国、パナマ 

回答欄に「賛成」・「反対」を自書 オーストラリア、スイス 
賛成票・反対票から 1票を選択 フランス 
賛成票・反対票・白票から 1 票を選択 スペイン、スウェーデン 
その他 ウズベキスタン29 

国立国会図書館調査及び立法考査局政治議会課憲法室「諸外国における国民投票の方式と投票用紙」(平
成 18 年 5 月)及び衆議院法制局「各国の国民投票に関するアンケート調査」（平成 16 年 9 月） 
（注）表中の諸外国の投票用紙の実例は末尾に掲載。 

                                                  
29 投票用紙に憲法改正の内容について賛意を問う質問文が記載されており、反対の場合は当該質問文を

線で消して投票、賛成の場合はそのまま投票。 

 



 35

住民投票条例等における「投票の記載方法」に関する規定の例 
    賛否の記載方法  条例等 

回答欄に○又は×を記入 桐生市住民投票条例 
我孫子市市民投票条例施行規則 

賛成欄又は反対欄に○を記入 岩国市住民投票条例施行規則 
高浜市住民投票条例 
富士見市民投票条例 
御嵩町における産業廃棄物処理施設の設置につい

ての住民投票に関する条例 
石狩市が厚田村及び浜益村と合併することの賛否

を問う住民投票条例 
回答欄に「賛成」又は「反対」を自書 広島市住民投票条例施行規則 
複数の選択肢から一つを選択して○を
記入 

岸和田市住民投票条例 
名張市住民条例 

 

 (3) 投票用紙一枚あたりの設問数 
複数の事項が国民投票の対象となり、改正事項ごとに投票する方法（個別方

式）をとった場合、一枚の投票用紙にすべてを記載する方式と設問ごとに一枚

の投票用紙を使用する方式があり得る。 
与党案・民主党案の投票用紙のイメージについては、33 頁参照。 

 
 

投票用紙の例 

 
 
 
 
 
                              
 
 
 

 
 
 

 
 Ａ１枚の投票用紙にすべてを記載     Ｂ設問ごとに一枚の投票用紙を使用 
 

 

…… 
 
 

 

一 

…
賛
成
す
る
と
き
は
、
… 

二 

…
反
対
す
る
と
き
は
、
… 

(

問
一)

 

  (

問
二)

 

 (

問
三)

 

一 

…
賛
成
す
る
と
き
は
、
…

二 

…
反
対
す
る
と
き
は
、
…

(

問
一)

 

 

一 

…
賛
成
す
る
と
き
は
、
…

二 

…
反
対
す
る
と
き
は
、
…

(

問
二)

 

※この場合、投票箱も投票用紙の数だけ用

意するのが一般的である。 
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また、諸外国においては、以下のような方式が採用されている。 
 

諸外国における投票用紙の例 

衆議院法制局「各国の国民投票に関するアンケート調査」（平成 16 年 9 月） 
（注）表中の各国の投票用紙の実例は末尾に掲載。 
 
（4）改正案の投票用紙への記載 

投票用紙に改正案を記載する場合、改正条文を記載する、改正内容を記載す

る、法律番号等により改正案を特定する等の方式がある。 

与党案・民主党案の投票用紙のイメージについては、33 頁参照。 

 

諸外国における改正案の投票用紙への記載の例 

国立国会図書館調査及び立法考査局政治議会課憲法室「諸外国における国民投票の方式と投票用紙」（平成

18 年 5 月）及び衆議院法制局「各国の国民投票に関するアンケート調査」（平成 16 年 9 月）。 
（注）表中の各国の投票用紙の実例は末尾に掲載。 

 

 

                                                  
30 改正事項ごとに投票用紙の色が異なる。 

１枚の投票用紙にすべてを記載 コロンビア、アイルランド、ウズベキスタン 

設問ごとに 1 枚の投票用紙を使用 オーストラリア30、イタリア、スイス 

改正条文の記載 コロンビア 

改正の内容を記載 
オーストラリア、オーストリア、イタリア、スペ

イン、スイス、スウェーデン、ウズベキスタン 

法律番号・官報番号により改正案を

特定 
アイルランド 

無記載 フランス、韓国、パナマ 
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五 国民投票運動 

１ 期間による制限 

  与党案・民主党案ともに、期間に関する規制としては、投票日 7 日前から

の広告放送の制限のみが規定されており、公職選挙法における「事前運動の

禁止」のような規定は設けられていない。（３ 投票日前の国民投票運動の

ための広告放送の制限を参照） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期間による制限に関する諸外国の例 

期間制限がない国 スイス、エジプト 

一定期間に限り投票運動を行うことができる国  韓国、スペイン 

一定期間は投票運動が禁止される国 イタリア、ウルグアイ 

衆議院法制局「各国の国民投票に関するアンケート調査」（平成 16 年 9 月） 

 

（参考）公職選挙法の規定 

公職選挙法においては、立候補の届出を終えた後でなければ選挙運動をすることができ

ないと規定されており、事前運動＊及び投票日当日の選挙運動は禁止されている（129 条）。

なお、各選挙期日の公示・告示すべき日は、以下のとおり。 
（１）衆議院議員の選挙 選挙期日前 少なくとも 12 日前 まで 
（２）参議院議員の選挙 〃 〃 17 日前 〃 
（３）都道府県知事の選挙 〃 〃 17 日前 〃 
（４）都道府県の議会の議員の選挙 〃 〃 9 日前 〃 

＊ 事前運動が禁止された理由は、選挙運動の開始の時期を特定することにより、各候補者の

選挙運動を可能な限り同時にスタートさせて無用の競争を避けるとともに、選挙運動費用

の増加を抑制し、金のかからない選挙を実現しようとするものとされる。 

（選挙制度研究会編『実務と研修のためのわかりやすい公職選挙法〔第十三次改訂版〕』 ぎょうせい

2003 年） 
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２ 主体による制限 

（1） 投票事務関係者・特定公務員の国民投票運動の禁止 

  与党案・民主党案において運動主体に関する規制としては、その範囲に

以下のような違いがみられる。 
運動が禁止される主体の範囲の比較 

 与党案 民主党案 公職選挙法

投票事務関係者31、 

中央選管職員等 
× × × 

裁判官、検察官、警察

官、公安委員会の委員 
× ○ × 

会計検査官、収税官吏

及び徴税の吏員  
○ ○ × 

    注：○は運動が可能であること、×は運動が禁止されることを意味する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
31 投票事務関係者（投票管理者、開票管理者、国民投票分会長及び国民投票長）については、｢その関係

する区域内において｣国民投票運動をすることが禁止されているのであって、その他の中央選管職員や特定

公務員に係る運動禁止規定とは異なり、その関係区域内において効果を及ぼすような投票運動が禁止され

ているにすぎない（国民投票長については、｢その関係する区域｣が全国であるため、結局、その他の中央

選管職員と同様に在職中は国民投票運動が禁止される。）ことに注意（与党案・民主党案ともに 102 条）。 

（参考）公職選挙法の規定 

公職選挙法では、選挙事務関係者（135 条）及び特定公務員（136 条）につい

て選挙に対するその者の地位、職務の影響力等を考慮し、選挙の公正を期する趣

旨から、選挙運動を禁止している＊。 
＊ 136 条では、選挙事務に関係ある職員及び主として一般選挙人に対して権力的関係

にある公務員（中央選管の委員及びその庶務に従事する総務省の職員、選管の委

員・職員、裁判官、検察官、会計検査官、公安委員会の委員、警察官、収税官吏

及び徴税の吏員）について、その在職中は、選挙の種類を問わず、また、職務の

区域と関係なく、一切の選挙運動を禁止している。 
（選挙制度研究会編『実務と研修のためのわかりやすい公職選挙法〔第十三次改訂版〕』 ぎょ

うせい 2003 年） 
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（2） 公務員等・教育者の地位利用による国民投票運動の禁止 

① 公務員等の地位利用による国民投票運動の禁止 

与 党 案 民 主 党 案 

国及び地方公共団体の公務員等は、その

地位を利用して国民投票運動をすることが

できない（104条）。 
該当する規定は設けられていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（参考）公職選挙法の規定 

公職選挙法では、公務員等が選挙に際してその地位を利用して選挙運動及び選挙

運動類似行為を行うことを禁止している（136 条の 2）。 
＊ 公務員等がその地位を利用して選挙運動をすることは、公務員法の問題として規

制されているが、それは単に服務上の問題であるにとどまらず、それが選挙の自由公

正を著しく害するという趣旨から、同時に公選法においても規制することとされてい

る。規制を受ける範囲についても、公務員のほか、職務の性格が公務員と極めて類似

する公庫の役職員等にまで拡げられている。 
＊ ｢その地位を利用して｣とは、公務員等がその地位にあるがために特に選挙運動を効

果的に行い得るような影響力又は便益を利用する意味であり、職務上の地位と選挙運

動の行為が結びついている場合をいうが、具体的には、次のような場合が該当する。 

（１） 補助金・交付金等の交付、融資のあっせん、物資の払下げ、契約の締結、事業の実施、

許可・認可、検査・監査その他の職務権限を有する公務員等が、地方公共団体、外郭団

体、請負業者、関係団体、関係者等に対し、その権限に基づく影響力を利用すること。 
（２） 公務員等の内部関係において、職務上の指揮命令権、人事権、予算権等に基づく影響

力を利用して、公務員等が部下又は職務上の関係のある公務員等に対し、選挙に際して

投票を勧誘すること。 
（３） 郵便局、市役所等官公庁の窓口で住民に接する職員や世論調査、郵便配達等で各戸を

訪ねる職員が、これらの機会を利用して職務に関連して住民に働きかけること。 

＊ 国民投票法案では、公務員等の地位利用による選挙運動類似行為については、与党

案・民主党案ともに特に規定を設けていないが、公職選挙法では、136 条の 2 第 2
項において、①推薦行為、②選挙運動の準備行為、③後援団体の結成行為、④文書図

画を利用する行為、⑤利益供与行為等のいわゆる立候補準備行為又は選挙準備行為に

ついて、公務員がその地位を利用して行うことの弊害にかんがみ、地位利用による選

挙運動とみなして、これを禁止している。 
（選挙制度研究会編『実務と研修のためのわかりやすい公職選挙法〔第十三次改訂版〕』 ぎょ

うせい 2003 年） 
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② 教育者の地位利用による国民投票運動の禁止 

与 党 案 民 主 党 案 

教育者（学校教育法に規定する学校の長及

び教員）は、学校の児童、生徒及び学生に

対する教育上の地位を利用して国民投票運

動をすることができない（105条）。 

該当する規定は設けられていない。 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

委員会における参考人の発言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）公職選挙法の規定 

公職選挙法では、教育者が教育上の地位を利用して選挙運動をすることを禁止して

いる（137 条）＊。 

＊ 137 条の「教育上の地位を利用して」とは、児童・生徒又は学生をして直接選挙運

動を行わせることに限らず、それらの者を通じて間接的にその父兄に働きかける場合

はもちろん、その子弟に対する教育としての地位を利用して直接に父兄に働きかける

場合等も含まれるとされている。ここにいう「教育者」は学校教育法に規定する学校

の長及び教員をいうものとされている。したがって、国立、公立の学校はもとより私

立の学校の長及び教員も含まれるが、専修学校、各種学校の長及び教員は含まれない。 
＊ なお、国立及び公立の学校の長及び教員は、教育公務員として国家公務員法及び教

育公務員特例法等による政治活動の制限の規定を受けるため、一般的に選挙運動を禁

止され、さらに、教育者の地位を利用する選挙運動が禁止されるのに対して、私立学

校の長及び教員の選挙運動については、国家公務員法又は地方公務員法に相当する規

定がないため、専ら公職選挙法 137 条による規制を受けるのみである。 
（選挙制度研究会編『実務と研修のためのわかりやすい公職選挙法〔第十三次改訂版〕』 ぎょう

せい 2003 年） 

・公務員も主権者たる国民であり、一国民として憲法改正に対し意見を自由に表明する

権利が憲法上保障されていることはいうまでもなく、その規制は、国民投票の公正を

確保するという目的を達成する上で必要最小限度でなければならない。その場合、公

務員の職務上の地位を利用した行為について国民投票の公正を害するものとして規制

することは、言論内容ではなく、表現の時、場所、方法に関する内容中立的規制とし

てやむを得ない最小限度のものとして許容され得る。ただし、その場合でも、職務上

の地位を利用せず、職務時間外に一国民として行う意見表明は、憲法 21 条の保障の下

で完全に保障されることはいうまでもない。 

高見勝利参考人（上智大学大学院法学研究科教授）
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・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3） 未成年者の運動 

  与党案・民主党案ともに、未成年者の国民投票運動を禁止する規定は設け

られていない。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

（参考）公職選挙法の規定 

公職選挙法では、未成年者による選挙運動・選挙運動における未成年者の使用を禁止し

ている（137 条の 2）＊。 

＊ 未成年者は選挙運動をすることはできず、選挙運動のための労務に使用する場合を除

いて、未成年者を使用して選挙運動をすることはできない。これは、心身未熟な未成年

者を保護しようとするものである。この場合、「選挙運動のための労務」とは、選挙事務

所においての文書の発送等の機械的作業を指し、連呼行為や該当演説等の選挙人に直接

働きかける行為は、選挙運動と解すべきとされている。 
（選挙制度研究会編『実務と研修のためのわかりやすい公職選挙法〔第十三次改訂版〕』 ぎょうせ

い 2003 年） 

・（公職選挙法上の）特定公務員というのは一般的傾向としてレフェリーのような仕事を

行っているため、そのような人たちが露骨な党派性を示すと、権力や職務に対する信

頼性が失われるとの意味がある。そういう意味では公職選挙で運動ができないことは

当然である。ただ、憲法改正国民投票は、具体的な利害があるようで実はないのであ

って、公務員が意見を表明したり、パンフレット配布に参加することが仮にあっても、

それによって予防すべき実害はないと思われる。要するに、規制というのは害が見え

てこなければするべきではないというのが原則である。ただ、公務員と教員が地位の

利用について、例えば私が、自民党の改憲案に賛成しなければ単位を上げないといっ

たことは、もう論外であり、そのような教師は首にしたらよい。そのような意味で、

賛成しなかったら補助金を上げない等の極端な例はあり得る。 

・国民投票運動とは、憲法改正の正当性を基礎づける極めて重要な場であるから、できる

限り多くの者が自由に議論に参加できることが大切なことである。そして、公務員はこ

の憲法によって拘束を受ける側になるため、最も利害関係があると言いかえてもよく、

公務員が運動に参加できるのはむしろ当然のことだろう。具体的には、投票の手続にか

かわるような者の運動制限はあり得るが、それ以外は、例えば裁判官や検察官であって

も、一定の運動をすることは認めるべきではないか。教育者であっても、これは同様と

考える。教育者の地位利用については、地位利用というのは要件として不明確な気もす

るため、原則としてあらゆる人が議論に参加できる前提をつくるべきではないかと考え

得る。 

小林節参考人（慶應義塾大学法学部教授 弁護士）

伊藤真参考人（伊藤塾塾長 法学館憲法研究所所長）
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（4） 外国人・外国法人の運動 

与党案・民主党案ともに、外国人・外国法人の国民投票運動を禁止する

規定は設けられていない。 

 

 

 

 

 

 

運動主体に関する諸外国の例 

規制がない国 スイス、ポーランド、アイルランド 

一定の政党等に投票運動資格を付与している国 フランス、スペイン、イタリア 

公務員の投票運動が規制されている国 韓国、スペイン、オーストラリア 

未成年者の投票運動が禁止されている国 韓国、ロシア、エクアドル 

外国人の投票運動が禁止されている国 韓国、ロシア、エクアドル 

  衆議院法制局「各国の国民投票に関するアンケート調査」（平成 16 年 9 月） 

（参考） 

 公職選挙法においても、外国人・外国法人の運動について特に規制は設けられてな

いが、昭和 28 年に作成された憲法改正国民投票に係る自治庁案では、外国人・外国

法人の運動・寄附行為の禁止が規定されていた（45 条）。 
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３ 投票日前の国民投票運動のための広告放送の制限 

何人も、国民投票の期日前 7 日に当たる日から国民投票の期日までの間に

おいては、国民投票運動のための広告放送をし、又はさせることができない

（与党案 106 条、民主党案 104 条）。 
 

 (1) 趣旨 

  放送メディアが行う広告の影響力、スイス・フランスにおける広告放送の

制限など欧州各国における規制の状況等を踏まえ、投票日前の一定期間、投

票人はそれまでに得た国民投票に関する情報を静かに考える必要があるとの

観点から、放送メディアによる投票日前１週間における広告放送を制限する

ものである（なお、投票日前１週間に当たる日前の広告放送については、制

限を受けない。同様に、紙媒体のメディアが行う広告に対しては、期間の制

限を含め一切の規制は設けられていない。）。 

 
    CM 制限が必要であるとの意見           CM 制限は不要であるとの意見 

 
 
 

 

参考人の意見 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

投票日直前に資金力のある団体により膨大な

スポット CM が流されることになると、一種

のマインドコントロールのように一つの方向

に流されていく危険性がある。 

国民による自由な投票運動を保障する観点

から、何らの規制も設けるべきではない。 

 
住民投票の場合、資金力の差によってスポット CM を流すことができる陣営とそうでない陣営とがある。膨大

な資金を用いて、スポット CM を無制限に流すことがよいのかどうか。あるいは、流してよいとしても、選挙

期間中一定の期間について制限をするべきか否かについては、議論してもらいたい。 

メディア規制について 

・与党案・民主党案においてメディア規制が設けられなかったことに対しては大変な英断と評価できる。し

かしながら、国民投票に際し報道と広告（中でも新聞広告とテレビ広告）を同様の取扱とすることに対し

ては、多少の疑問がある。例えば、新聞広告とテレビの意見広告は、その歴史、影響力等の観点から別個

に考えるべきである。 
テレビの影響力と規制の在り方 

・テレビの意見広告は、例えば、ある憲法改正案に対して態度未定の者を動かすことによって、全体の帰趨

を左右することがあり得るものであり、国民に対する利器にも凶器にもなり得る。このような状況を踏ま

え、憲法改正に当たってテレビの意見広告を全面的に禁止するということも一つの選択である。 
公正なルールの策定 
・ただし、混乱を避けるために意見広告を全面禁止することは、望ましい形ではないと考えられるため、何

らかの歯止めが必要である。資金力により国民の意見を左右し得る事態を生じさせないために放送事業者

が公正なルールを作れるよう、国会が後押しすべきと考える。 

今井一参考人（ジャーナリスト 真っ当な国民投票のルールを作る会事務局長） 

天野祐吉参考人（コラムニスト） 
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 (2) 委員会における参考人の発言 

 
 

 

 

 

 (2) 諸外国の例 

広告放送の制限に関する諸外国の例 

フランス 
（欧州憲法条約批准

に係る国民投票の規

制(2005 年 5 月 29 日

投票)） 

・投票日前日（2005年5月28日）0時からは、テレビ・ラジオ

を用いて国民投票運動のためのメッセージを流布すること

が禁止される。 
・2005 年 5 月 9 日 0 時から、テレビ・ラジオによる商業宣伝

を国民投票運動の目的のために利用することが禁止され

る。 
スイス ・スイス憲法は、「スイスの放送局、あるいはラジオ局は、物

事が起こった事象を物事が起こった事象に即して、公平中

立に報道しなければならない」旨の条文が記されており、

国民投票についても賛成・反対それぞれの立場を公平に伝

える義務を負っている。 
・テレビ・ラジオにおける政治的な広告は、完全に禁止され

ている。 
『衆議院欧州各国国民投票制度調査議員団報告書』 平成 18 年 2 月 

 
 
 
 
 
 
 
 

メディア規制全般 

・国民投票におけるマスコミの評論・報道を規制すべきではない。憲法改正についての意見広告で

あっても、知る権利に奉仕するものとして同様である。 
コマーシャルの考査業務 

・日常の広告に対しては、放送倫理基本綱領等に従い、各社で法令や自主規制基準に反していない

かを考査を行っている。憲法改正についての意見広告に対しても、視聴者のためになる情報か否

かの観点から、考査の在り方を考えていく。 
広告の責任の所在 

・広告の責任は、一義的には広告主が負うべきものと考えるが、公共の電波を使用している以上、

その内容には番組と同様に公益性が求められていると考えている。 
意見広告に対する自主的な判断 

・投票日前の広告制限が、放送のみに定められていることに違和感がある。放送によるものであっ

ても、政党の意見広告については、投票日当日の放送を自粛しているという実績を踏まえ、法律

によって禁止するのではなく、自主的な判断に任せてもらいたい。 

山田良明参考人（社団法人日本民間放送連盟放送基準審議会委員・放送倫理小委員長） 
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４ 政党等による放送及び新聞広告 

  政党等は、憲法改正案（民主党案においては、国政問題に係る案件を含む。）

に対し、テレビジョン放送・ラジオ放送の放送設備により、意見を無料で放送

することができるとともに、新聞に、無料で、意見の広告をすることができる

（与党案 107 条、民主党案 105 条）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※政党等とは、 
一人以上の衆議院議員又は参議院議員が所属する政党その他の政治団体であって

両議院の議長が協議して定めるところにより、与党案にあっては憲法改正案広

報協議会、民主党案にあっては国民投票広報協議会に届け出たもの（与党案 
107 条 1 項、民主党案 105 条 1 項）。 

 
（参考）公職選挙法の規定 
１ 選挙公営 
  選挙公営制度とは、国又は地方公団体がその費用を負担して候補者の選挙運動を行い若し

くは選挙を行うに当たり便宜を供与し、又は候補者の選挙運動の費用を負担する制度である。
公職選挙法は、金のかからない選挙を実現するとともに、候補者間の選挙運動の機会均等を
図る手段として選挙公営制度を採用しているとされる。 

 
２ 選挙運動放送 
  公職選挙法においては、放送設備を選挙運動のために利用することは、政見放送及び経歴

放送並びに選挙運動用拡声機の使用を除き、禁止されている。 
 (1) 政見放送 
   政見放送は、衆議院議員、参議院議員及び都道府県知事の選挙に限って行われる。政見放

送は、それぞれの選挙ごとに、また、選挙区又は都道府県ごとに全ての候補者届出政党、名
簿届出政党等又は候補者に対して、同一の放送設備を使用し、同一時間数を与える等同等の
利便を提供することとされている。なお、放送の回数、日時その他放送に関して必要な事項
は、政見放送及び経歴放送規程に定められている。 

 (2) 経歴放送 
  経歴放送は、衆議院小選挙区選挙、参議院選挙区選挙及び都道府県知事の選挙に限って行

われ、候補者の氏名、年齢、党派別、主要な経歴等を選挙人に周知させるために放送するも
のである。 

 
政見放送の公費負担 

選挙の種類 運動の主体 政見放送の可否 

候補者個人 ×（選挙運動として行い得ない）
小選挙区 

候補者届出政党（注１） ○（公費負担で行われる） 衆議院議員選挙 

比例代表 名簿届出政党等（注１） ○（公費負担で行われる） 

選挙区 候補者個人 ○（公費負担で行われる） 

候補者個人 ×（選挙運動として行い得ない）参議院議員選挙 
比例代表 

名簿届出政党等（注１） ○（公費負担で行われる） 

都道府県知事選挙 候補者個人 ○（公費負担で行われる） 
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経歴放送の公費負担 

選挙の種類 運動の主体 経歴放送の可否 

候補者個人 ○（公費負担で行われる） 
小選挙区 

候補者届出政党（注１） ×（選挙運動として行い得ない）衆議院議員選挙

比例代表 名簿届出政党等（注１） ×（選挙運動として行い得ない）

選挙区 候補者個人 ○（公費負担で行われる） 

候補者個人 ×（選挙運動として行い得ない）参議院議員選挙
比例代表 

名簿届出政党等（注１） ×（選挙運動として行い得ない）

都道府県知事選挙 候補者個人 ○（公費負担で行われる） 

 
３ 新聞広告 
  新聞を利用して行う選挙運動は、新聞広告に限られており、その回数及び寸法は、各選挙ご
とに定められている。なお、新聞広告を記載した新聞紙の頒布は、新聞販売業者が通常の方法
で頒布（定期購読者以外の者に対する頒布は、有償に限る）する場合に限られ、掲示について
も、都道府県の選挙管理委員会の指定する場所に掲示する場合に限られている。 

 
新聞広告の公費負担 

選挙の種類 運動の主体 政見放送の可否 

候補者個人 ○（公費負担で行われる） 
小選挙区 

候補者届出政党（注１） ○（公費負担で行われる） 衆議院議員選挙

比例代表 名簿届出政党等（注１） ○（公費負担で行われる）（注２）

選挙区 候補者個人 ○（公費負担で行われる） 
候補者個人 ×（選挙運動として行い得ない）参議院議員選挙

比例代表 
名簿届出政党等（注１） ○（公費負担で行われる）（注２）

都道府県知事選挙 候補者個人 ○（公費負担で行われる） 

 
（注１）立候補届が可能な政党等の要件  

・「候補者届出政党」（小選挙区）   → 下記①②のいずれかに該当 
・「名簿届出政党等」（衆・比例代表）  → 下記①②③のいずれかに該当 
・「名簿届出政党等」（参・比例代表）  → 下記①②④のいずれかに該当 

①所属国会議員 5 人以上  
②国政選挙（次のいずれか）における得票率が 2％以上  

前回総選挙の小選挙区選挙、前回総選挙の比例代表選挙、前回通常選挙の比例代表
選挙、前回通常選挙の選挙区選挙  

③名簿登載者数が当該選挙定数の 10 分の 2 以上  
④選挙区及び比例代表を含めた候補者 10 人以上 

（注２）公費負担が行われる条件 
    得票率が一定数（衆議院比例代表選挙にあっては選挙区における有効投票の総数の 100

分の 2、参議院比例代表選挙にあっては有効投票の総数の 100 分の 1）以上である場合に限
り公営で行われる。 
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５ 諸外国の国民投票運動に対する公的助成 

 

助成内容 
 法的根拠 助成対象 

金銭的助成 非金銭的助成 

英
国 

政党、選挙及び国民投票に

関する法律（2000 年） 
国民投票の設問に対す

る各見解を代表する「包

括団体（umbrella 
 organization）」32 

60 万ポンド（約 1.2 億円）を

下回らない額の助成金（具体

的な額は、選挙委員会が定め

る） 

・文書を配送する目的での郵

便の無償使用 
・集会用の会場の無償使用 
・放送枠の無償使用 

オ

ー

ス

ト

ラ

リ

ア 

※連邦政府による公的助

成は原則禁止されている。 
連邦政府は、有権者に配

付するパンフレットの

作成・頒布等に係る支出

以外は、改正案に対する

賛成又は反対の表明に

係る支出を行ってはな

らない（1984 年レファ

レンダム(手続)法 11 条

4 項）。 

1999 年に実施された共

和制化の是非について

のレファレンダムでは、

例外的措置として、賛成

派及び反対派の各種運

動団体に対し、同額の支

出が認められた。 

1999 年に実施された共和制

化の是非についてのレファレ

ンダムでは、例外的措置とし

て、資金の補助があった。 

 

欧州憲法条約について諮

問的な国民投票を実施す

ることに関する 2005 年 1
月 27 日の法律（9 章 24 条

～26 条） 

条約又は国民投票につ

いて、国内における国民

の議論を深めることを

目的とした社会活動の

うち、下院の国民投票実

施委員会が認可したも

の 

 欧州憲法条約についての国

民投票の際には、国民投票実

施委員会が 100 万ユーロ（約

1.4 億円）を限度として、助成

金を支給した＊1。 
 そのうち、40 万ユーロが欧

州憲法条約の批准に「賛成」

の立場の活動に、40 万ユーロ

が同条約の批准に「反対」の

活動に、20 万ユーロが中立的

な活動や投票促進のための活

動に割り当てられた。 

 

                                                  
32 設問に対して、賛成、反対の 2 つの見解がある場合には、それぞれの包括団体が対象となる。3 つ以上の見解が

認められる場合には、各見解についての包括団体が対象となる。包括団体の指定は、認定運動者（国民投票運動に

おいて、25,000 ポンド超の支出を行おうとする場合には、選挙委員会に対して所定の届出を行い、「認定運動者

（permitted participant）」の地位を得なければならない。）たる団体の申請に基づき、選挙委員会が審査の上、行

われる。 

＊1 国民投票実施委員会は、政党、市民団体から出された約 360 件の助成申請のうち、約 100 件を認可した。 
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助成内容 
 法的根拠 助成対象 

金銭的助成 非金銭的助成 

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン 

・国民投票法 18 条 
（諮問的国民投票を行う

場合、質問事項等を明記

した特別法を制定する） 
・ユーロの導入に関する国

民投票法（2003 年） 

議会に議席を有する政

党及びキャンペーン団

体 

1 億 4,000 万クローナ（約 21.4
億円）。その使途は各団体の裁

量に任されている。 
・キャンペーン団体 
 合計で 9,000 万クローナを

支給（賛成派に 4,200 万ク

ローナ、反対派に 4,800 万

クローナが各頂上組織に支

給された） 
・政党 
 政党全体で 3,000 万クロー

ナを支給（各党一律に 100
万クローナが支給され、残

りが議席数に応じて比例配

分された） 

 

ス
ペ
イ
ン 

レファレンダムの各種の

方式の規制に関する 1980
年 1 月 18 日組織法第 2 号 

14 条［国民投票運動の

公的助成（無料の放送

枠）］ 

議会に議席を有する政

治団体 
※従来、政党に対し資金援助

は行われていなかったが、

次の国民投票から、政党に

対し下院における議席数に

応じて、資金援助が行われ

ることとなった33。 

国営報道機関は、国民投票運

動のための無料の宣伝枠を、

議会に議席を持つ政治団体に

対し、議席数に応じて提供し

なければならない。テレビの

場合、午前・午後・夜の三つ

の区分を設け、1 回につき 2
～3 分のスポットを割り当て、

政党が自ら作成したビデオを

放映する34。 

ス
ロ
バ
キ
ア 

国民投票に関するスロバ

キア共和国国民評議会の

法律（1992 年） 
17 条［国民投票運動の

公的助成（無料の放送

枠）］ 

国民評議会に議席を有

する政党又は政治団体 
 ラジオ及びテレビのそれぞれ

10 時間の放送枠が与えられ、

放送施設の使用料が国庫から

支払われる。 
放送枠は、対象となる政党又

は政治団体に平等に配分され

る。 

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド 

  欧州連合加盟に関する国民投

票（1994 年）に際して、賛成

者・反対者に同額ずつ公的資

金を支出した例がある。（ベニ

ス委員会報告書35参照） 

 

                                                  
33 ゲラ下院憲法委員長の説明『衆議院欧州各国国民投票制度調査議員団報告書』283 頁 平成 18 年 2 月 
34 モレノ出版・文書担当次長の説明『衆議院欧州各国国民投票制度調査議員団報告書』224 頁 平成 18 年 2 月 
35 『衆議院欧州各国国民投票制度調査議員団報告書』251 頁 平成 18 年 2 月 
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助成内容 
 法的根拠 助成対象 

金銭的助成 非金銭的助成 

フ

ラ

ン

ス 

2005 年の 5 月に行われた

欧州憲法条約の批准に係

る国民投票運動に関する

公的助成については、国民

投票運動に関する 2005 年

3 月 17 日の政令第 238 号

（投票運動デクレ） 

下院又は上院に一定数

以上の議員を有する政

党、欧州議会選挙で 5％
以上得票した政党など

が国民投票運動に参加

する資格を付与される

ほか、国民投票のテーマ

から運動を特別に認め

られる団体もまた公式

の国民投票運動の主体

となる（投票運動デクレ

3 条）＊2。 
 

投票運動デクレ 3 条の規定に

よって運動主体となった政党

又は政治団体の国民投票運動

のための支出のうち、 
①ポスターの印刷に要する費

用、②ビラ、ポスター及びパ

ンフレットの印刷及び頒布に

要する費用、③示威行動及び

集会のために要した費用に充

てたものがあるときは、80 万

ユーロを最高限度として、国

庫が負担する（投票運動デク

レ 8 条）。 

国営テレビ・ラジオを通じた

国民投票運動放送をすること

ができる（投票運動デクレ 5
条）。 

＊2 欧州憲法条約の批准に係る国民投票運動では、UMP（国民運動連合）、UDF（仏民主連合）、社会党、共産党など計 8
団体が指定された。 
 

（参考）公営メディアへのアクセスについて 

  ベニス委員会報告書36 によると、投票運動期間中の公営メディアへのアクセス（国民投票にかけられる案件の提案者及

びその反対者に同じだけの放送時間を与えるもの）を認めている国は、アルバニア、アゼルバイジャン、ベルギー、キプ

ロス、リトアニア、スウェーデン、スイス、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国である。 
 

 
参考文献 
 英国：間柴泰治「イギリスにおける国民投票法制 国民投票運動資金を中心に」 レファレンス 2005 年 
 オーストラリア：山田邦夫「オーストラリアの憲法事情」『諸外国の憲法事情３』123 頁 国立国会図書館調査及

び立法考査局 2003 年 12 月 
 オランダ：在蘭日本大使館調べ 
 スウェーデン：山岡規雄「スウェーデンの国民投票制度」『外国の立法 219』 2004 年 
 スペイン：『衆議院欧州各国国民投票制度調査議員団報告書』197 頁以下 平成 18 年 2 月  
 スロバキア：同上 81 頁以下 
 フィンランド：同上 231 頁以下 
 フランス：同上 299 頁以下 

                                                  
36 ベニス委員会（正式名称「法による民主主義のための欧州委員会」）とは、欧州評議会の独立の諮問機関であり、

加盟諸国の法制度に関する理解を強化し、法の支配と民主主義を促進し、民主主義的組織の問題や強化について検

討することを目的としている（『衆議院欧州各国国民投票制度調査議員団報告書』231 頁、250 頁 平成 18 年 2 月）。 
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（参考） 公職選挙法に存在し国民投票法案に存在しない規制 
公職選挙法に存在し、国民投票法では、与党案・民主党案ともに規定されて

いない規制には、以下のものがある。 

  【期間による制限】 

○事前運動の禁止（129 条） 

○投票日当日の投票運動の禁止（129 条） 

【主体による制限】 

○未成年者の運動及び未成年者を使用した運動の禁止（137 条の 2） 

○選挙犯罪等による選挙権停止者の運動禁止（137 条の 3） 

（参考）自治庁案では、外国人・外国法人の運動・寄附行為の禁止（45 条）が規定されていた。 

【運動方法に関する規制】 

○人気投票の公表の禁止（138 条の 3） 

○虚偽報道、新聞雑誌等の不法利用の禁止（148 条、148 条の 2） 

○新聞広告に関する規制（149条） 

○放送事業者の虚偽事項の報道等の禁止（151 条の 3） 

○放送運動設備を選挙運動のために利用することは、政見放送及び経歴放送並びに選挙運

動用拡声機の使用の場合を除き、禁止されている（151 条の 5）。 

○選挙のための文書図画の使用の制限（142 条等） 

○言論による選挙活動（演説会、街頭演説、連呼行為、選挙運動放送）についての一定の

規制（161 条以下）。また、その他の運動方法規制として、選挙事務所に関する規制、選

挙運動用自動車・船舶の使用制限、拡声機の使用制限、戸別訪問の禁止、署名運動の禁

止、気勢を張る行為の禁止等の規定がある。 

【運動費用に関する規制】 

○公職選挙法は、運動費用に関する規定として、選挙公営制度を採用し、選挙運動に関す

る支出金額の制限を設けている。 

【選挙犯罪】 

○選挙に関する報道及び評論に関する罪 
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六 罰則 

 与党案・民主党案には、以下のような罰則が設けられている。 

１ 罰則の類型 

行為類型 罰則 与党案 民主党案 

組織的多数人買収罪 109 条 1 号 

組織的多数人利害誘

導罪 
109 条 2 号 1 買収行為 

組織的多数人買収目

的交付罪 
109 条 3 号 

なし 

2 妨害行為 
職権濫用による国民

投票の自由妨害罪 
111 条 107 条 

投票の秘密侵害罪 112 条 108 条 

投票干渉罪 113 条 109 条 

詐偽登録、虚偽宣言罪

等 
118 条 114 条 

詐偽投票及び投票偽

造、増減罪 
119 条 115 条 

3 
投票に関する

行為 

代理投票等における

記載義務違反 
120 条 116 条 

投票事務関係者、施設

等に対する暴行罪、騒

擾罪等 

114 条 110 条 

多衆の国民投票妨害罪 115 条 111 条 
4 

投票の平穏を

害する行為 投票所、開票所、国民

投票分会場又は国民

投票会場における凶

器携帯罪 

116 条 112 条 

5 
公務員等の行

為 
立会人の義務を怠る罪 121 条 117 条 

6 その他 
国民投票運動の規制

違反 

122 条 

※ただし、特定公務
員の範囲は、選管職
員等、裁判官、検察
官、公安委員会の委
員、警察官 

118 条 

※ただし、特定公務
員の範囲は、選管職
員等のみ 
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２ 組織的多数人買収及び利害誘導罪（与党案 109 条・民主党案なし） 

(1) 組織的多数人買収罪の概要（与党案 109 条 1 号・民主党案なし） 

 

賛成又は反対の投票をし又はしないことの報酬として、 

 ①利益の供与・その申込み・その約束 

 ②供応接待・その申込み・その約束 

をしたとき 

組織により 

多数の投票人に対し 

賛成又は反対の投票をし 

又はしないよう勧誘 

客 

体 
 

 
 

 
 

 
 

行 

為 
 

↓ 
 

 
 

 
 

 
犯
罪
成
立 

＋

犯 罪 成 立 

＜利益・供応接待の内容＞ 

①金銭 

②投票行動に影響を与えるに足りる物品その他の財産上の利益又は公私の職務の供与 

③投票行動に影響を与えるに足りる供応接待 

［法定刑］ 
3 年以下の懲役・禁錮
50 万円以下の罰金 

【構成要件】 

国民投票に関し、組織により、多数の投票人に対し、憲法改正案に対する賛成又は反対の投票を

し又はしないよう勧誘し、その投票をし又はしないことの報酬として、金銭若しくは憲法改正案に対

する賛成若しくは反対の投票をし若しくはしないことに影響を与えるに足りる物品その他の財産上

の利益若しくは公私の職務の供与をし、若しくはその供与の申込み若しくは約束をし、又は憲法改

正案に対する賛成若しくは反対の投票をし若しくはしないことに影響を与えるに足りる供応接待を

し、若しくはその申込み若しくは約束をしたとき。 
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(2) 組織的多数人利害誘導罪の概要（与党案 109 条 2 号・民主党案なし） 

 

賛成又は反対の投票をし又はしないことの報酬として、 

その者又はその者と関係のある社寺、学校、会社、組合、

市町村等に対する用水、小作、債権、寄附その他特殊の

直接利害関係を利用して 

投票行動に影響を与えるに足りる誘導をしたとき 

組織により 

多数の投票人に対し 

賛成又は反対の投票をし 

又はしないよう勧誘 

客 

体 
         

 
 

 
 

 
 

行 

為 
 

 
 

 

↓ 
 

 
 

 
 

犯
罪
成
立 

＋

  犯 罪 成 立 

［法定刑］ 
3 年以下の懲役・禁錮 
50 万円以下の罰金 

【構成要件】 

国民投票に関し、組織により、多数の投票人に対し、憲法改正案に対する賛成又は反対の投票をし

又はしないよう勧誘し、その投票をし又はしないことの報酬として、その者又はその者と関係のある

社寺、学校、会社、組合、市町村等に対する用水、小作、債権、寄附その他特殊の直接利害関係を

利用して憲法改正案に対する賛成又は反対の投票をし又はしないことに影響を与えるに足りる誘導

をしたとき。 
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(3) 買収目的交付罪の概要（与党案 109 条 3 号・民主党案なし） 

 

①組織的多数人買収罪に規定される行為 

②組織的多数人利害誘導罪に規定される行為 

をさせる目的をもって 

目 

的 
 

 
 

 
 

行 

為 
 

↓ 
 

犯
罪
成
立 

 
 
 
 
        又は 

国民投票運動をする者に対し金銭又は物品の交

付・交付の申込み・交付の約束 

国民投票運動をする者がその交付を受け、その交付

を要求し又はその申込みを承諾 

犯 罪 成 立 

［法定刑］ 
3 年以下の懲役・禁錮 
50 万円以下の罰金 

【構成要件】 

国民投票に関し、組織的多数人買収罪又は組織的多数人利害誘導罪に掲げる行為をさせる目

的をもって国民投票運動をする者に対し金銭若しくは物品の交付をし、若しくはその交付の申込

み若しくは約束をし、又は国民投票運動をする者がその交付を受け、その交付を要求し若しくは

その申込みを承諾したとき。 
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第四 国民投票の効果 

一 「過半数」の意義 

 国民の承認を得るためには、国民投票において「過半数」の賛成を必要とす

る（憲法 96 条 1 項）。この「過半数」をどのように解するかについては、集計

の範囲によって三つの考え方に分かれる。 

※  部分が実質的に反対票としての意味を持つ。 
 

 なお、「過半数」の意義については、以下のような学説がある。 

  ①有効投票総数の過半数とする説 

  ・「過半数」を「有権者総数の過半数」と解すると、棄権者はすべて原案に

反対したものとみなされてしまう。また、「投票総数の過半数」と解する

と、書き損ないその他の理由による無効投票はすべて反対投票とみなさ

れてしまう。 
  ・結局、「有効投票総数の過半数」と解すべきである。 

（宮沢俊義（芦部信喜補訂）『全訂日本国憲法』795 頁 日本評論社 1981 年） 

  ②投票総数の過半数とする説 

  ・「過半数」を「有権者総数の過半数」と解すると棄権者と無効投票を反対

と数えることになり、また、「投票総数の過半数」と解すると無効投票を

反対と数えることとなってしまう。 
  ・しかし、「有効投票総数の過半数」と解すると、ごく少数の賛成によって

憲法改正が決定されることとなることから、積極的な賛成が投票総数の

過半数を占めることを要請する「投票総数の過半数」と解すべきである。 
（杉原泰雄『憲法Ⅱ 統治の機構』514 頁 有斐閣 1989 年） 

 なお、このほかに、上記②投票総数の過半数説か①有効投票総数の過半数説かは、「書き

そこないその他の理由による無効投票をすべて反対投票に数えるのを不合理とみるか、憲

法改正の重要性にかんがみ積極的ないし有効に賛成の意思表示をしたもののみを重視する

か、の違いであるが、いずれをとるかは国会が決定することができると解する余地があろ

う」とする説もある。（樋口陽一・佐藤幸治・中村睦男・浦部法穂『注釈日本国憲法（下巻）』

1468 頁 青林書院 1988 年） 

有効投票   
賛成票 反対票 

無効

投票 
棄権 

与党案 有効投票総数の過半数 ○ ×   

民主案 投票総数の過半数 ○    

 有権者総数の過半数 ○    
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（参考） 

平成 17 年 9 月 11 日執行最高裁判所裁判官国民審査における投票状況 

62.66% 2.77% 34.51%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有効投票 無効投票 棄権

 

総務省自治行政局『第 44 回衆議院議員総選挙・最高裁判所裁判官国民審査結果調』をもとに作成。 
ただし、国民審査であるので、×と白票が有効投票であることに注意。 
（最高裁判所裁判官国民審査法 22 条では、成規の用紙を用いないもの、×の記号以外の事項を記載 
したもの、×の記号を自ら記載したものでないもの、裁判官の何人について×の記号を記載したかを確 
認し難い記載が無効となるとしている。） 

 

 

「過半数」の意義に関する住民投票条例等における例 

有効投票総数の過半数 

岩国市住民投票条例、高浜市住民投票条例、広島市住民投票条例、

御嵩町における産業廃棄物処理施設の設置についての住民投票

に関する条例、石狩市が厚田村及び浜益村と合併することの賛

否を問う住民投票条例 

 
 

「過半数」の意義に関する諸外国の例 

有権者総数の過半数 キューバ、セルビア、ベラルーシ、ラトビア 

投票総数の過半数 アイルランド、韓国、スロバキア、フィリピン 

有効投票の過半数 
イタリア、オーストリア、スイス、スペイン、フランス、ポーラン
ド 

衆議院法制局「各国の国民投票に関するアンケート調査」（平成 16 年 9 月）及び憲法調査特
別委員会及び憲法調査会事務局調べ 
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※「過半数」の意義と「白票」の取扱いの関係については、以下の表を参照
（再掲） 

【与党案】 

有効投票 無効投票 
 

賛成票 反対票 
白
票 その他 

棄

権

○ × 
賛成の場合は○を記入 
反対の場合は×を記入 

有効投票総数の過半数で決する 

   

 【民主党案】 

 賛成票 反対票（白票） 
×・ 

他事記載 
棄

権

○   賛成の場合は○を記入 
反対の場合は記入せず 

投票総数の過半数で決する 
 

 
 

二 投票率要件 

 与党案・民主党案ともに投票率要件等は設けられていない。この点、憲法

改正案が国民の承認を得るためには、国民投票において「過半数」の賛成を

必要とするが、「過半数の賛成」のほかに、次のような要件を加重する考え方

もある。 

最低投票率 
（全有権者の一定割合の投票が必要） 
例 最高裁判所裁判官国民審査法 32 条（公職選挙法には規定なし） 

絶対得票率 （全有権者の一定割合の得票(賛成)が必要） 

 

投票率要件を加重することについての評価 

否定 肯定 

・ 憲法に規定のない要件を加重すること

は許されない。 
・ 最低投票率要件を設けると「棄権運動」

が展開されるおそれがある。 

・ 憲法に規定はないが、少数者の意思で

憲法が改正されないように要件を加重

する意義はある。 
・ 投票率が低い場合、改正された憲法の

正統性に疑義が生じる。 
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投票率要件に関する住民投票条例等における例 

加重要件なし 岸和田市住民投票条例 
投票資格者総数の 2分の１

以上の投票で成立 

岩国市住民投票条例、高浜市住民投票条例、

広島市住民投票条例、桐生市住民投票条例 加重要件あり

（最低投票率） 投票資格者総数の 3分の１

以上の投票で成立 
富士見市住民投票条例 

投票資格者総数の10分の6

以上の投票で成立 

石狩市が厚田村及び浜益村と合併するこ

との賛否を問う住民投票条例 
加重要件あり 

（絶対得票率） 過半数を占めた意思が投

票資格者総数の 3分の 1以

上の場合、尊重義務が発生

我孫子市市民投票条例 

 

投票率要件に関する諸外国の例 

加重要件なし 
アイルランド、イタリア、オーストリア、キューバ、ス

イス、スペイン、トルコ、フランス 
51%以上 パラグアイ 
50%以上 韓国、スロバキア、ポーランド、ロシア 
35%以上 ウルグアイ 

加重要件あり 

（最低投票率） 

25%以上 コロンビア 
過半数 ウガンダ 
40%以上 デンマーク 

加重要件あり 

（絶対得票率） 
30%以上 ペルー 

衆議院法制局「各国の国民投票に関するアンケート調査」（平成 16 年 9 月）及び憲法調査特
別委員会及び憲法調査会事務局調べ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考） 40 パーセントルール 

 40 パーセントルールは、イギリスの助言型国民投票における原則で、ある投票案

件が有権者に承認されたとするための条件として、投票者の過半数に加えて、全有

権者の４割の賛成を求めるというものである。すなわち、投票率６割で投票総数の

６割が賛成しても、このルールを充足することはできないことから、明確な民意が

示されたと判断する基準として、用いられる。（福井康佐「憲法改正国民投票における運

用上の諸問題」198 頁 学習院大学大学院法学研究科法学論集 9・10 号 2003 年） 
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三 同一案の再発議 

  発議された憲法改正案が、国民投票において否決された場合、同一案の再

発議を認めるかどうか、また、再発議を認めた場合、これが認められるまで

の期間をどの程度とするかという問題がある。 

 

諸外国等の再発議に関する規定の例 

 再発議等が認められない期間 

スロバキア 3 年 

クロアチア 
半年（同一案の再発議禁止期間） 

1 年（国民投票の結果に反する決定の禁止期間） 

スペイン 
5 年（自治州設置、自治憲章制定のための自治体発案

の住民投票について） 

フランス 規定なし 

憲法改正国民投票に関するガイド

ライン（ベニス委員会） 

5 年を超えない期間 

（賛成された案件の修正は不可能だが、反対された案

件の再提出は可能とする。） 

衆議院法制局調査結果及び『衆議院欧州各国国民投票制度調査議員団報告書』平成 18 年 2 月 
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第五 国民投票無効の訴訟 

 国民投票無効の訴訟は、客観訴訟

の一類型である。個人の権利保護を

目的とする一般の主観訴訟に対し

て、客観的な法秩序の適正維持を目

的とする訴訟を客観訴訟という37。

現在法定されている客観訴訟の代

表的なものとして、公職選挙法にお

ける選挙無効訴訟、当選無効訴訟

（公選法 204 条、208 条等）等があ

り、これらの訴訟は選挙人の資格で

だれでも提起できることとされ38、また選挙の安定性と適法性を調和させるため、

短い出訴期間、速やかな争訟の処理のための特則等も不可欠の規定として用意

されているとされる39。 
 

国民投票無効訴訟 与党案・民主党案 

 

 

                                                  
37 原田尚彦『行政法要論 全訂第五版』340 頁 学陽書房 2004 年 
38 野中俊彦他『憲法Ⅱ（第 4 版）』284 頁 有斐閣 2006 年 
39 自治省選挙部『逐条解説 公職選挙法』1204 頁 政経書院 1996 年 
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一 出訴期間 

  与党案・民主党案において、出訴期間は以下のようになっている。 

与党案・民主党案と公職選挙法の出訴期間 

与党案・民主党案 公職選挙法 

国民投票の結果の告示の日から起算し
て30日以内 

①選挙無効訴訟の場合、選挙日から30日以内 
②当選無効訴訟の場合、当選人決定告示の日から

30日以内 

 

 諸外国において、出訴期間が短い例としては、「投票人による出訴について

投票日当日」（フランス）、「3 日以内」（スイス）、長い例としては、「4 週間以

内」（オーストリア）、「30 日以内」（スロバキア）がある40。 
 
 
二 管轄裁判所 

 管轄裁判所について、以下の考え方があり得る。 

 ａ．一審を最高裁判所とする。 
 ｂ．選挙訴訟と同じく一審を高等裁判所とし、二審制とする。（公選法） 
 ｃ．通常の訴訟と同じく、三審制とする。 

 
 

 

                                                  
40 『衆議院欧州各国国民投票制度調査議員団報告書』 平成 18 年 2 月 

最高裁判所 

 
全国の高等裁判所 

地方裁判所 通常の訴訟 

選挙訴訟（公選法・小選挙区制） 

自治庁案（1月 20 日案）

東京高等裁判所 
or 

与党案・民主党案、 選挙訴訟（公選法・比例代表制）
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三 無効事由 

  与党案・民主党案において、無効事由は以下のようになっている。 

与党案・民主党案と公職選挙法の無効事由 

与党案・民主党案 公職選挙法 

次に掲げる事由があり、そのために国民投
票の結果に異動を及ぼすおそれがあるとき 

①国民投票の管理執行に当たる機関（与党
案にあっては憲法改正案広報協議会、民
主党案にあっては国民投票広報協議会を
除く。）が国民投票の管理執行につき遵守
すべき手続に関する規定に違反したこ
と。 

②投票人の投票意思を妨げるおそれのある
国民投票運動の規制及び罰則に違反する
行為があり、多数の投票人が一般にその
自由な判断による投票を妨げられたとい
える重大な違反があったこと。 

③憲法改正案に対する賛成の投票の数又は
反対の投票の数（与党案）若しくは投票
総数（民主党案）の確定に関する判断に
誤りがあったこと。 

①選挙無効訴訟の場合、選挙の規定に違反
することがあるときは選挙の結果に異動
を及ぼす虞がある場合 

②当選無効訴訟の場合、当選無効原因につ
いて公選法は一般的な規定を設けていな
いが、主としては選挙会の当選人決定の
違法41 

 

 

 

四 国民投票の結果と判決との関係 

 開票の結果、国民の「承認」の効力が発生するのはいつか。国民投票の管理

機関が、国民投票の結果を確認し、過半数を得た旨の告示を行ったときか、そ

れとも、当該告示後、争訟の提起がなされる場合を想定し、投票の結果が最終

的に確定したときとすべきかという論点である42。 

 

 

 

                                                  
41 選挙制度研究会『実務と研修のためのわかりやすい公職選挙法〔第十三次改訂版〕』283 頁 ぎょうせい 

2003 年 
42 高見勝利『憲法の改正 シリーズ憲法の論点⑤』14 頁～16 頁 国立国会図書館調査及び立法考査局 

2005 年 
 ただ、結局、国民投票の結果と判決の関係をどのように考えるかは、憲法の要請ではなく、どちらにも

定めることができるとされる（法学協会 『註解日本国憲法 下巻(2)』1449 頁 有斐閣 1953 年）。 
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国民投票の結果と判決との関係についての学説 

A 説 A’説 B 説 

無効訴訟の係属にかかわらず、

投票の結果は確定し、訴訟の結

果、投票無効となれば、事後的

に投票結果も無効となる。 
【論拠】 

・施行を急ぐ場合もあり得る。 

・訴訟が国民投票の結果に異動

を及ぼすことは少ないと思わ

れるので、訴訟の結果を待た

ずに公布・施行をすることと

して差し支えない43。 

無効訴訟の継続にかかわらず、

投票の結果は確定し、訴訟の結

果、投票無効となれば、事後的

に投票結果も無効となる。 
ただし、裁判所は、憲法改正が

無効とされることにより生ずる

重大な支障を避けるために緊急

の必要があるときは、申立てに

より、決定をもって、憲法改正

の効果の発生の全部又は一部の

停止をする。この決定が確定し

たときは、憲法改正の効果の発

生は、本案に係る判決が確定す

るまでの間、停止する。 
【論拠】 

・A 説を原則としつつも修正。 

無効訴訟の係属中は投票の結果

は確定せず、訴訟の結果投票が

有効となって初めて投票結果が

確定する。 

【論拠】 

・憲法改正のような重要な問題

については、法案の定めるよ

うに、短い期間で訴訟を処理

し、その結果を待って公布・

施行するという慎重な態度を

とることが妥当である44。 

【採用例】 

・公選法 

・韓国、ロシア 

【採用例】 

・与党案 

・民主党案 

【採用例】 

・スイス、フランス45 

 

 

 
                                                  
43 法学協会『註解日本国憲法 下巻(2)』1449 頁 有斐閣 1953 年 
44 清宮四郎『憲法Ⅰ〔第三版〕』 403～404 頁 有斐閣 1979 年、法学協会『前掲書』1449 頁 
45 これらの国においては、出訴期間について、「3 日以内」（スイス）、投票人による出訴につき「投票日当

日」（フランス）といった厳しい制限が設けられている。 
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五 再投票・更正決定 

 訴訟の結果、憲法改正案に係る国民投票の全部若しくは一部が無効となった

場合、以下のように対応することとなる（与党案・民主党案）。 

 ａ．再 投 票 訴訟の結果、憲法改正国民投票の全部又は一部が無効となっ

た場合（更正決定が可能な場合を除く。）においては、更に憲

法改正国民投票を行わなければならない。 
 ｂ．更正決定 訴訟の結果、憲法改正国民投票の全部又は一部が無効となっ

た場合において、更に憲法改正国民投票を行わないで憲法改

正国民投票の結果を定めることができるときは、国民投票会

を開き、これを定めなければならない。 
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第六 憲法改正の発議のための国会法の一部改正 

一 日本国憲法の改正の発議 

１ 憲法改正原案の提案権 

  与党案・民主党案は憲法改正案の原案（以下「憲法改正原案」という。）を

国会議員が提出することを前提とした規定となっている。学説は、内閣の提

案権を肯定する見方、内閣の提案権については法律に委ねる見方、内閣の提

案権を否定する見方に三分される。 
それぞれの学説の主な論拠 

内閣の提案権を肯定 内閣の提案権は法律に委ねる 内閣の提案権を否定 

・施行の衝に当たる内閣からの発

案が実際的に望ましい。46 
・憲法 72 条の議案には憲法改正

案も含まれる。47 
・内閣に発案権がないという前提

に立っても、閣僚の多くが所属

する与党の議員が代わって発案

できることから、それは意味が

ない。48 

憲法は、内閣の発案を否認してい

るとは考えられない一方、それを

確認ないしは要求しているとみ

なすこともできない。49 

・主権の担い手たる国民が発案権

を持たないとき、行政権の担い

手たる内閣が発案権を持つとす

れば憲法が明文でこれを定める

必要がある。50 
・憲法改正の場面でもできる限り

権力担当者の影響力を少なくす

べきである。51 

 
２ 議員提案の場合の賛成者の員数要件 

  議員が憲法改正原案を提出する際には、賛成者の員数要件が設けられ、与

党案・民主党案ともに衆議院議員 100 名以上又は参議院議員 50 名以上とされ

ている。 
  学説は、通常議案より加重も可とする見方、これに反対する見方に分かれる。 

それぞれの学説の主な論拠 

通常議案より加重も可 加重に反対 
憲法改正の特殊性又は重みにかんがみてこの要件（通常

の議案について国会法が定めている要件）を加重しても

構わない。52 

・議員一人ひとりが全国民の代表であるとの憲法 43 条
の趣旨からすれば、多数派優遇ではなく少数派保護に
こそ配慮がなされるべきであり、ことの重大性を論拠
とすればこそ、要件の加重は必ずしも合理性を有する
とはいえない。53 

・憲法改正という国民の一大事が、大政党によってし
か発案できないとしたら、これこそ思想や表現の自
由、ひいては国民主権にかかわる憲法問題である。54 

                                                  
46 宮澤俊義（芦部信喜補訂）『全訂日本国憲法』794 頁 日本評論社 1978 年 
47 佐藤功『ポケット註釈全書 憲法（下）』 1259 頁 有斐閣 2001 年 
48 名雪健二「憲法改正の手続―解釈論を中心として―」5‐8頁 東洋法学43(1) 1999年 
49 清宮四郎「改正の手続」228 頁 清宮四郎・佐藤功編『憲法講座 第 4 巻』 有斐閣 1964 年 
50 野村敬造「第九章 改正」100 頁 ジュリスト 241 号 1962 年 
51 飯島滋明「『日本国憲法改正国民投票法案』の問題点」56 頁 専修大学社会学研究所月報 504 号 2005
年 

52 初宿正典「憲法改正手続についての諸問題」288 頁 『ジュリスト増刊 憲法の論点[第 3 版]』 1999 年 
53 吉田栄司「憲法改正の手続」113、114 頁 全国憲法研究会編『法律時報増刊 憲法改正問題』 2005 年 
54 五十嵐敬喜「これはおかしい！『憲法改正国民投票法案』」39、40 頁 世界 738 号 2005 年 
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主な案件の提出に要する賛成者の員数要件 

案件名 衆議院議員 参議院議員 

憲法改正原案（与党案・民主党案） 

国政問題国民投票（民主党案） 
100 名以上 50 名以上 

予算を伴う法律案 50 名以上 

懲罰動議 
20 名以上 

予備的調査命令の要請 
40 名以上 

― 

会期前の逮捕議員の釈放要求 20 名以上 

参議院緊急集会前の逮捕議員の釈放要求 ― 
20 名以上 

予算を伴わない法律案 20 名以上 

秘密会の要求 10 名以上 
10 名以上 

臨時会召集決定の要求 

休会中の会議の開会要求 
総議員の 4 分の 1 以上 総議員の 4 分の 1 以上 

各議員の表決の会議録記載要求 

議長が定めた発言時間等の制限に対する異議 
出席議員の5分の1以上 出席議員の5分の1以上 

 
 
３ 個別投票に関する規定の要否 

  （第三の四の１ 投票の方式を参照） 
 
 
４ 国民請願による憲法改正原案の提案制度 

  与党案・民主党案ともに、憲法審査会において採択された請願については、

その内容を憲法審査会提出の憲法改正原案として提出することも想定してい

る。 
  学説においても、憲法発案こそ国民が直接主権を行使すべきではないかと

してこれを認める見方がある55。また、海外においては、与党案及び民主党案

の内容とは異なるものの、スイスが国民発案による憲法改正の国民投票制度

を有している。 

                                                  
55 五十嵐敬喜「これはおかしい！『憲法改正国民投票法案』」38、39 頁 世界 738 号 2005 年 



 67

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二 憲法改正原案の審議体制・手続 
１ 憲法審査会の権限等 

 これまで、日本国憲法の広範かつ総合的な調査を行う憲法調査会（衆議院及

び参議院）、日本国憲法改正国民投票制度に係る議案の審査等及び日本国憲法の

広範かつ総合的な調査を行う日本国憲法に関する調査特別委員会（衆議院のみ）

が設置された。 
 今回、与党案及び民主党案は、憲法改正原案等の議案の審査等を所管事項に

含む憲法審査会を常設機関として衆議院及び参議院に設置することとしている。 

 

 

 

憲法審査会の所管事項 

与党案 民主党案 
① 憲法改正原案の審査及び起草 
② 憲法改正手続に関する法律案の審査及び起草 
③ 日本国憲法及びそれに密接に関連する基本法

制の広範かつ総合的な調査 
 
 

① 憲法改正原案の審査及び起草 
② 憲法改正手続に関する法律案の審査及び起草 
③ 日本国憲法及びそれに密接に関連する基本法

制の広範かつ総合的な調査 
※ 国民投票に付す「国政における重要な問題に係

る案件」の審査及び起草については案件の内容

に応じて各委員会等が所管することを想定。 

スイスにおける国民発案による憲法改正国民投票制度 

〇 全面改正の場合 
・国民発案による全面改正の場合、最終的な国民投票に先立ち、全面改正の必要性の有無につい

て先決的な国民投票が実施される（スイス憲法 140 条 2 項、193 条 2 項）。 
・国民投票の結果、全面改正の必要があると認められた場合には、新たな議会の選挙が実施され

（スイス憲法 193 条 3 項）、憲法改正案を確定し国民投票に付する（憲法 140 条 1 項）。 
・全面改正について両院が一致した場合には、憲法改正案の確定後、国民投票が実施される（憲

法 140 条 1 項） 
 
〇 部分改正の場合 
・法文化された国民発案による場合 
  議会の承認又は拒否の勧告を付して国民投票が実施される。その際、議会は対抗提案を提示

することができる（憲法 139 条 3 項） 
・法文化されていない一般的な発議の国民発案による場合 
  議会が同意した場合には、その発案の趣旨に沿った改正案を議会が作成し、国民投票に付託

する（憲法旧 139 条 4 項）。 
  議会が同意しない場合には、改正の必要性の有無について先決的な国民投票が実施される。

国民投票の結果、改正の必要があると認められた場合には、議会はその発案の趣旨に沿った改
正案を議会が作成するほか、対抗草案をも作成し、両者を国民投票に付託する（憲法旧 139 条
4 項及び 6 項、140 条 1 項）。 

（『衆議院欧州各国国民投票制度調査議員団報告書』 117 頁 平成 18 年 2 月） 
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（参考）憲法調査会の変遷 

 

 
２ 憲法改正原案の審議手続（議事手続の特則） 

 与党案及び民主党案は、（a）調査・審査の対象が特定されていることや、（b）
憲法改正原案については特に慎重かつ十分な審議の必要性があること等にかん

がみ、他の委員会と、特に以下の点で異なる取扱いを想定している。 

委員会の審議手続の取扱いと 
想定される憲法審査会の審議手続の取扱いとの主な相違点 

 憲法審査会 委員会 

会議の公開、非公開 原則公開 
法規上非公開 

（運用上原則公開） 

公聴会の開催義務 有 
無（但し、総予算、重要な

歳入法案を除く） 
審査省略・中間報告制度の適用 無 有 
閉会中審査のための手続の要否 不要 要 

合同審査会による勧告の可否 可 
不可（但し、法律に特別の

定めのある場合を除く） 
 
 
三 憲法改正原案の議決（「総議員」の意義） 

 憲法 96 条によれば、憲法改正は、各議院の総議員の 3 分の２以上の賛成で、

国会がこれを発議するとしている。本会議の定足数の規定に係る「総議員」と

は、衆議院、参議院の先例上、「法定議員数」とされる56。これにならい、憲法

改正の発議についても、「総議員」とは「法定議員数」とされる。 
 なお、学説は、「法定議員数」とする見方、「現在議員数」とする見方に分か

れる。 
                                                  
56 『平成十五年版 衆議院先例集』268 頁、『平成十年版 参議院先例録』248 頁 

憲法調査会 

（第147 回国会（平成

12年１月に設置）） 

憲法審査会 

日本国憲法に関する
調査特別委員会（第163
回国会（平成 17 年９月）
より会期毎に設置（衆
議院のみ）） 
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それぞれの学説の主な論拠 

法定議員数 現在議員数 

・常に数が一定しているので、総議員の数を

めぐる争いを避けることができる。57 

・現在議員数とすれば少数派議員の除名によ

って可決を図ろうとする可能性が生じる。58

・改正手続を緩めて解するのは改正を困難な

らしめようとする憲法の趣旨に反する。59 

・法定議員数と解すると欠員数だけの議員

が常に反対の投票をしたのと同じに扱われ

る。60 

 

 

 

法定議員数と現在議員数（平成 18 年 6 月 8 日現在） 

 
 
 
四 憲法改正案の公示・周知広報機関 

 （第三の三 広報協議会及び国民投票に関する周知を参照） 

                                                  
57 小林直樹『憲法改正条項の考察』48 頁 内閣憲法調査会事務局憲資・改 2 号 1962 年 
58 小林直樹『憲法改正条項の考察』48 頁 内閣憲法調査会事務局憲資・改 2 号 1962 年 
59 小林直樹『憲法改正条項の考察』48 頁 内閣憲法調査会事務局憲資・改 2 号 1962 年 
60 宮澤俊義（芦部信喜補訂）『全訂日本国憲法』 790 頁 日本評論社 1978 年 

現在議員数（衆議院
478 名、参議院 242 名） 

法定議員数（衆議院 480 名、参議院 242 名） 

欠員（死亡、辞職
等）（衆議院 2 名、
参議院 0 名） 
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世界各国（地域を含む）議会（下院・直接選挙）の選挙権年齢・被選挙権年齢 

平成 18 年 5 月 31 日 
国立国会図書館調査及び立法考査局政治議会調査室・課 

 INTER-PARLIAMENTARY UNION のＨＰ（http://www.ipu.org/english/parlweb.htm）を基に、各種資料及びＨＰを参考にした。 

国名 
選挙

権 

被選

挙権 
国名 

選挙

権 

被選

挙権
国名 

選挙

権 

被選

挙権

アイスランド 18 18 オランダ 18 18 ザンビア 18 21

アイルランド 18 21 ガーナ 18 21 シエラレオネ 18 21

アゼルバイジャン 21 25 ガイアナ 18 18 ジブチ 18 23

アフガニスタン 18 25 カザフスタン 18 25 ジャマイカ 18 21

アメリカ 18 25 カナダ 18 18 シリア 18 25

アルジェリア 18 28 カボ・ヴェルデ 18 18 シンガポール 21 21

アルゼンチン 18 25 ガボン 21 28 ジンバブエ 18 21

アルバニア 18 18 カメルーン 20 23 スイス 18 18

アルメニア 18 25 ガンビア 18 21 スウェーデン 18 18

アンゴラ 18 35 カンボジア 18 25 スーダン 17 21

北朝鮮 17 17 スペイン 18 18アンティグア・バー

ブーダ  
18 21 

ギニア 18 25 スリナム 18 21

アンドラ 18 18 ギニア・ビサウ 18 21 スリランカ 18 18

イエメン 18 25 キプロス 21 25 スロバキア 18 21

イギリス 18 21 キューバ 16 18 スロベニア 18 18

イスラエル 18 21 ギリシャ 18 25 スワジランド 18 18

イタリア 18 25 キリバス 18 21 セイシェル 18 18

イラク 18※1 30 キルギスタン 18 25 赤道ギニア 18 25

イラン 15 
26～

75 グァテマラ 18 18 セネガル 18 25

インド 18 25 クウェート※2 21 30 セルビア・モンテネグロ 18 18

インドネシア 17※2 21 グルジア 18 25

ウガンダ 18 18 グレナダ 18 18

セント・クリストファー・

ネヴィス 18 21

ウクライナ 18 25 クロアチア 18 18

ウズベキスタン 18 25 ケニア 18 21

セント・ビンセント・グ

レナディーン  18 21

ウルグアイ 18 25 コートジボワール 21 23 セント・ルシア 18 21

エクアドル 18 30 コスタ・リカ 18 21 ソロモン諸島 18 21

エジプト 18 30 コモロ 18 不明 タイ 18 25

エストニア 18 21 コロンビア 18 25 大韓民国 19 25

エチオピア 18 21 コンゴ共和国 18 25 台湾 20 23

エル・サルバドル 18 25 サモア 21 21 タジキスタン 18 18

オーストラリア 18 18 サン・マリノ 18 25 タンザニア 18 21

オーストリア 18 19 サントメ・プリンシペ 18 18 チェコ 18 21

資料 

kenpou
※国立国会図書館調査及び立法考査局作成
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国名 
選挙

権 

被選

挙権 
国名 

選挙

権 

被選

挙権
国名 

選挙

権 

被選

挙権

チャド 18 25 パラオ 18 25 マケドニア 18 18

中華人民共和国 18 18 パラグアイ 18 25 マダガスカル 18 21

チュニジア 20 23 バルバドス 18 21 マラウィ 18 21

チリ 18 21 ハンガリー 18 18 マリ 18 21

ツバル 18 21 バングラデシュ 18 25 マルタ 18 18

デンマーク 18 18 東ティモール 17 17 マレーシア 21 21

ドイツ 18 18 フィジー 21 21 ミクロネシア 18 30

トーゴ 18 25 フィリピン 18 25 南アフリカ 18 18

ドミニカ 18 21 フィンランド 18 18 メキシコ 18 21

ドミニカ共和国 18※3 25 ブータン 21 25 モーリシャス 18 18

トリニダード・トバゴ 18 18 ブラジル 16※4 21 モーリタニア 18 25

トルクメニスタン 18 25 フランス 18 23 モザンビーク 18 18

トルコ 18 30 ブルガリア 18 21 モナコ 18 25

トンガ 21 21 ブルキナ・ファソ 18 21 モルジブ 21 25

ナイジェリア 18 30 ブルンジ 18 25 モルドバ 18 18

ナウル 20 20 ベトナム 18 21 モロッコ 20 23

ナミビア 18 21 ベニン 18 25 モンゴル 18 25

ニカラグア 16 21 ベネズエラ 18 21 ヨルダン 18 30

ニジェール 18 25 ベラルーシ 18 21 ラオス 18 21

日本 20 25 ベリーズ 18 18 ラトビア 18 21

ニュージーランド 18 18 ペルー 18 25 リトアニア 18 25

ネパール 18 25 ベルギー 18 21 リビア 18 18

ノルウェー 18 18 ポーランド 18 21 リヒテンシュタイン 20 20

バーレーン 不明 30 リベリア 18 25

ハイチ 18 25 

ボスニア・ヘルツェ

ゴビナ  18 18 ルーマニア 18 23

パキスタン 21 25 ボツワナ 18 21 ルクセンブルク 18 21

パナマ 18 21 ボリビア 18 25 ルワンダ 18 21

バヌアツ 18 25 ポルトガル 18 18 レソト 18 21

バハマ 18 21 ホンデュラス 18 21 レバノン 21 25

パプア・ニューギニア 18 25 マーシャル諸島 18 21 ロシア 18 21

※1 イラクでは「選挙が行われる月の間に 18 歳に達している者」に選挙権が与えられる。 

※2 インドネシアでは結婚している者には年齢に関わらず選挙権が与えられる。 

※3 ドミニカ共和国では結婚している者には年齢に関わらず選挙権が与えられる。 

※4 ブラジルでは任意登録は１６歳から、職権登録は１８歳からである。 

 選挙権年齢のデータのある国：182      選挙権年齢が 18 歳以上（15～17 歳以上も含む）の国：159 
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諸外国の投票用紙 

１． オーストラリア連邦 

２． オーストリア共和国 

３． コロンビア共和国 

４． フランス共和国 

５． アイルランド 

６． イタリア共和国 

７． 大韓民国 

８． パナマ共和国 

９． スペイン 

１０．スイス連邦 

１１．スウェーデン王国 

１２．ウズベキスタン共和国 

（アルファベット順） 

 

 

＜出典＞ 

※オーストラリア連邦、アイルランド、イタリア共和国、大韓民国、スウェーデン王国については、国

立国会図書館調査及び立法考査局政治議会課憲法室「諸外国における国民投票の方式と投票用紙」（平成

18 年 5 月） 

※コロンビア共和国、フランス共和国、パナマ共和国、ウズベキスタン共和国については、衆議院法制

局「各国の国民投票に関するアンケート調査」（平成 16 年 9 月）及び『衆議院欧州各国国民投票制度

調査議員団報告書』（平成 18 年 2 月） 

※オーストリア共和国、スペイン、スイス連邦については、『衆議院欧州各国国民投票制度調査議員団報

告書』（平成 18 年 2 月） 
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１．オーストラリア連邦 

オーストラリア連邦 

投票用紙 

憲法改正国民投票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あなたの発言の機会を助けます。 

投票者のみなさんへ 

下記の設問に対して与えられた

欄に賛成または反対と書くこと

法案：女王と総督に代えて、連邦

議会議員の 3分の 2の多数の議員

によって指名される大統領を置

き、オーストラリア連邦を共和国

とするため憲法を改正すること 

あなたはこの改正案に 

賛成しますか？ 

 賛成または反対と書くこと

オーストラリア選挙委員会 

オーストラリア連邦 

投票用紙 

憲法改正国民投票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あなたの発言の機会を助けます。 

投票者のみなさんへ 

下記の設問に対して与えられた

欄に賛成または反対と書くこと 

法案：憲法に前文を挿入する改正

を行うこと 

 

あなたはこの改正案に 

賛成しますか？ 

賛成または反対と書くこと 

オーストラリア選挙委員会 

事務局仮訳 

kenpou
※国立国会図書館調査及び立法考査局作成
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※投票用紙の「賛成」、「反対」の横の丸欄に、×印またはその他の印を記入す

る（1972 年国民投票法 10 条）。 
 
 

２．オーストリア共和国 

1994 年 6 月 12 日の国民投票のための投票用紙 

1994 年 5 月 5 日に国民議会が制定したオーストリアが 
EU に加盟するための憲法律に効力を与えますか？ 

賛成           反対 
 
オーストリア国立印刷局 944082 df/o 
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※「はい（SI）」、「いいえ（NO）」の欄に印を記入。 
 

３．コロンビア共和国 
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コロンビア投票用紙訳文 

 
コロンビア国民は以下の通り裁定する： 
 

あなたは次の条文を承認しますか。 
  憲法第１２２条の第５項はこのようになる： 
１ 法律が定めるその他の罰則は別として、いかなる時点にせよ、国家の財産に害を与え

る罪を犯したことによって処罰されたことのある者は、公職選挙において候補者とし
て登録されることも、選出されることも、公務員に任命されることも、自らもしくは
人を介して国家と契約を締結することもできない。公務員として、確定判決で不正も
しくは重大な過失と認められたその行為によって、国家が財産の賠償を命じられる原
因となった者も、損害額を自費で引き受けない限り同様である。 

はい  いいえ 
 

あなたは次の条文を承認しますか。 
  憲法第１３３条の第２項はこのようになる： 
２ いかなる公共団体においても一般投票による被選出者は、社会およびその有権者に対

して、その職に就くことの固有の義務を果たす責任を負う。単なる手続き問題の場合
を除き、投票は記名且つ公開となる。 

はい  いいえ 
 

あなたは次の条文を承認しますか。 
  憲法第１３４条はこのようになる： 
３ 第１３４条 一般選挙の公共団体構成員は代理を持たない。完全欠席（訳者註：「一時

的」欠席と区別する用語）による空席は同じ名簿で登録順に従って選出されなかった
候補者によって補われる。自発的辞任では、その結果として補欠するべき者の団体へ
の参入は生じない。 
憲法の第２６１条を撤廃する。 

はい  いいえ 
 

あなたは次の条文を承認しますか。 
憲法第３４６条に１項と以下の内容の段落を追加する： 

４ 政府によって議会に提出される予算案を含めた投資費用は、国、県、首都区の政府に
よって招集された公開諮問聴聞会と、議会における憲法委員会、各県及びボゴタの会
派による分析の結果をいれる。予算は、緊急事態や大災害に対応するために必要なも
のを除いて、包括的項目を含まない。共和国議会は、歳入・歳出の運営・管理に積極
的に参加するが、これは国の投資及び地方の投資に関する分析や決定を含む。予算組
織法は、こうした事項、及び、議員が地域住民の要求や希望を申し立てる政治的管理
の特別公聴会の実施を定める。本条で規定された聴聞会に関する事項は、すべての地
域機関において、予算の作成、承認、執行に適用される。 

 
段落 憲法第ⅩⅡ章に定められた仕組みを除いて、いかなる場合、いかなる時にも、
公共団体の構成員は、直接にせよ第３者を介するにせよ、国の機関や公務員と予算項
目の取得や公金の投資先の決定に合意してはならない。本段落で規定された事項は、
すべての地方機関において、予算の作成と承認に適用される。 

はい  いいえ 
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あなたは次の条文を承認しますか。 

  憲法第１８０条に次の番号つき箇条書きを追加する： 
  第１８０条 国会議員は以下をしてはならない： 
５ 第５ 立法作業室立ち上げのためを除いて、いかなる状況下にあっても、個人でも団

体でも、議会の事務的職務に関与する事項。法律の定めるところに従い、立法府の両
議院の技術的及び事務的業務は公的もしくは民間の機関が担当し、その機関はその職
務を完全な独立性をもって実行する。 

はい  いいえ 
 

   あなたは次の条文を承認しますか。 
憲法第１７１条はこのようになる： 

６ 第１７１条 共和国上院は、次のように選出された８３名の上院議員によって構成さ
れる：全国区で選出される７８名、先住民社会共同体による特別全国区で選出される
２名、政治的少数者の特別全国区で３名。 
全国区における議席の割り当てには、有効に投じられた票の少なくとも２％を獲得し
た名簿のみを考慮する。この下限を超える名簿間での議席の割り当てには、憲法第２
６３条に規定された分配数方式（訳者註：ドント方式）が適用され、これらの名簿に
よって獲得された有効な票の総数のみを計算のための基礎として用いる。 
国外に滞在もしくは居住しているコロンビア国民は、上院議員選挙で投票できる。先
住民社会共同体による上院議員選挙特別全国区は、憲法第２６３条に規定された分配
数方式によって定められる。共和国上院の一員となりたいと望む先住民社会共同体の
代表者は、各々の社会共同体で伝統的権威・権限を有する役目についていたことがあ
るか先住民組織の指導者であったことがある者でなければならないが、その身分は内
務省によって認証された各組織の証明書によって証明される。 
移行についての段落 本憲法改正の発効から１年が経過しても議会が政治的少数者の
選挙のための法律を承認しなかった場合には、共和国大統領が続く３ヶ月で政令によ
ってこれを布告する。 
 
憲法第１７６条はこのようになる： 
第１７６条 下院は地方区と特別区で選出される。 
各地方区で２下院議員と、全人口の 1.16％ごと、もしくは、この 1.16％を越えて各選
挙区に居住する人口の 0.58％以上の分割分ごとに、もう１名追加となる。各県とボゴ
タ首都区が１地方区を形成する。 
下院、県議会、市議会、区議会、地域統治評議会の地方選挙区の議席の割り当てには、
それぞれの選挙上の商(訳注：その地区の有効投票総数をその地区の議席数で割った数
値)の 50％以上を獲得した名簿のみを勘案する。この下限を超える名簿間での議席の割
り当てには、憲法第２６３条に規定された分配数方式が適用され、これらの名簿に対
して投じられた有効票の総数のみを計算のための基礎として用いる。当該下限を超え
る名簿がない場合、すべての議席を憲法第２６３条に規定された分配数方式によって
割り当てる。 
加えて、以下の通り特別選挙区に４名の下院議員を選出する：黒人住民で２名、先住
民で１名、国外に居住するコロンビア人で１名。 
移行についての段落 本憲法改正の発効後、いかなる県も下院における現在の代表の
33％以上を失うことがあってはならない。これが生じることになる場合は、これらの
1 県ごとに当該議院での追加議席１を割り当てる。 
 
憲法第２６３条はこのようになる： 
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第２６３条 各公共団体の構成員間での議席の授与は、分配数方式（訳者註：ドント
方式）によって行われる。この方法は、連続した自然数を利用して得られるその特有
の数値を適用するものであるが、それは該当する選挙区で同じ票数ですべてを分配で
きる数値である。 
憲法第１７６条が言及する必要最低投票数の決定について、選挙上の商とは、有効投
票総数を埋めるべき議席の総数で割った値である。 
移行についての条項 憲法第１７１条及び第１７６条に定められたところは、２００
６年に実施される選挙について有効となる。県議会、市議会、地域統治評議会につい
て予定されている下限と議席配分方式は、２００３年の選挙から適用される。 

はい  いいえ 
 

あなたは次の条文を承認しますか。 
  憲法第１８３条は、次の条文のように、番号付き箇条書き２と３について修正され、

番号付き箇条書き６と７、および２つの段落が追加される： 
 
７ 第１８３条 共和国議会議員、県議会議員、市議会議員およびその他の公選の団体の

いかなる構成員も以下によりその資格を失う： 
２．状況により、立法行為、法律、条例、協定、不信任動議、公務員の選出といった

案に投票するために召集された、本会議もしくは各自の委員会を、正当な理由な
く、同一通常会期中に６回欠席すること。 

３．各団体が職務についた日から、もしくは、就任するよう召集された日から、８日
のうちに就任しないこと。 

６．選挙運動への資金調達の規則に違反すること、票の買収、選挙用移動の実行（訳
者註：不正転入）に関与すること。 

７．その承認もしくは実施がいかなる形であったとしても、公的資金による援助につ
いてそれを得る必要な処置を講じ、もしくは、それを受け入れること。 

 
第２段落 （罪刑）均衡、合法性、適正手続き、有責の原則を保障するために、法律
が公共団体構成員の資格喪失の理由を規定する。同様に、その手続きをとる手順を定
め、また、（罪刑）均衡の原則に従って、罰則を課し、その軽重を調整するための要件
を備えた多数を規定する。この規定は遡及的効力を有しない。 
本憲法改正の発効から９０日を終えたとき、法律の効力を持った政令によって、本条
の内容の規定を採用する権限を共和国大統領に与える。 
 
第３段落 共和国議会議員、県議会議員、もしくは、市議会議員に対し、立法行為、
法律、条例、もしくは、協定の案への承認とひきかえに、納付金や官僚の報酬の横流
しを提供する公務員は、極めて重大な過失のため職の喪失により処罰される。 

はい  いいえ 
 

あなたは次の条文を承認しますか。 
  憲法第１８７条に次の条文を追加する： 
   
８ 本憲法改正の発効から、年金受給の権利を獲得する者は、その時点で有効な月額法定

最低賃金の２５倍を超える年金を公的性格を持つ資産の勘定持ちで受け取ることはで
きない。取得済みの権利を有する者、例外及び特別年金制度の下にある者は除外され
る。 
本憲法改正の発効日から効力を有する共和国大統領の年金制度を除いて、例外、特別
もしくはいかなる性格にせよ国民間の規則や協定に由来する年金制度の効力は、２０
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０７年１２月３１日に終了する。 
移行制度は、一般年金制度法によって規定される。 
全ての者にとっての年金の必要条件と効用は、以前の一時的例外を除いて、一般年金
制度法に定められる事項となる。そこに定められる事項と別にするために、いかなる
性格にせよ、何らかの条項を定めること、あるいは、国民間の協定を引き合いに出す
ことはできない。 
一般年金制度法に規定された例外を除いて、本憲法改正の発効以後５５歳以下の者に
老齢もしくは退職年金を認めることはできない。 
一般年金制度法は、法律に基づく必要条件を満たしていない、あるいは、権利の乱用
による、法令で命じられた年金の見直しを実施する。 
２００５年１月１日から２００６年１２月まで、公務員、あるいは、公的資産でその
給与や年金を支払われている者について、両者とも、その時点で有効な月額法定最低
賃金の２５倍を超えて受け取っている場合は、給与及び年金は引き上げられない。 
警察力構成員のための法定制度は、この規定から除外される。 

はい  いいえ 
 

あなたは次の条文を承認しますか。 
  憲法第２７２条はこのようになる： 
 
９ 第２７２条 地方レベルの組織の財政運営の管理は共和国会計検査院によって、厳格

さと効率性をもって行われ、そのためには、事前の実績に基づく選考を経て開催され
る公開聴聞会で選ばれた基金、団体、大学、連帯経済機関、あるいは民間企業の専門
的支援に頼ることができる。運営上の決定は検査院の独占的権限である。 
今日既存の県、区、市の会計検査機関は、共和国会計検査院がそれらの機能を完全に
引き受けられる状態にあると判断した時点で、遅くとも２００３年１２月３１日に廃
止される。移行の過程では、現在の検査官の任期が守られる。これらの役目を果たす
ために任命される共和国会計検査院の職員は、実績に基づいた選考を通して選ばれ、
それぞれの県の出身でなければならない。 

はい  いいえ 
 

あなたは次の条文を承認しますか。 
  憲法第３５５条に以下の項を追加する： 
 
11 同様に、公選による公共団体構成員の政治運動の支援、支持への感謝、あるいは独立

性を損なうことを全体的、部分的に最終目的とし、着服、寄付、及び契約を通じた国、
県、市及びそれらの分権機関、商工業関係の公共施設、企業又は第 3 セクタ－の公的
資産によるいかなる形の援助もこれを禁止する。 
然るべく課せられるその他の罰則を別として、これらの禁止についての違反は、それ
を促進したか、許容したか、実行した公務員にとって免職もしくは解任の理由となり、
同じことが、これを完遂した共和国議会議員、県議会議員、市議会議員、あるいは地
域統治評議会構成員にとっては、将来ほかの公的な地位や職務を遂行することを不能
にさせ、資格を失わせる。 

はい  いいえ 
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あなたは次の条文を承認しますか。 

  国家審議会の諮問法廷を成文化する（訳者註：以下の内容にそぐわないが、原文に忠
実に訳した）新たな１条を憲法に含めるが、それはこのようになる： 

 
12 条項 地方会計検査機関の廃止によって地方機関に生じた未支出の剰余金は、それが

効力を発してから１０年の間、廃止された機関の公務員に対する給与と手当てと年金
の項目でのすべての支払いが清算され次第、未就学・初等・中等教育における対象の
拡大と質の向上、ならびに、校内食堂の建設と維持に対して、もしくは、基礎衛生に
対して振り向けられる。 
本条に定められたところにより教育に当てられる資金は、これらの対象の拡大に関し
てであるからには、階層１に属する児童・生徒の入学金と学費の費用がまかなわれる
ことを保障する。 

はい  いいえ 
 

あなたは次の条文を承認しますか。 
  憲法第３６１条はこのようになる： 
 
13 第３６１条 生産地や港の県、市、区に対して、また、ＣＯＲＭＡＧＤＡＬＥＮＡ（訳

者註：マグダレナ川地域独立法人という国の商工会社の略号兼呼称）に対して、交付
されないロイヤルティーによる収入は法律が明文化する条件に沿って地方機関に振
り向けられる。 
これら資金は次のように充当される：５６％は未就学・初等・中等教育における質を
伴った対象の拡大に対して。３６％は上水道と基礎衛生のため、７％は地方機関年金
の国民基金のために、１％はカウカ川再生への投資のために。 
これら方策の実施においては、割り当て額の教育への分配が優先される。 
政府の発議で、法律がこの事項について規則を制定する。 
移行についての段落 地方機関によって取得された約定に応じるために何年もの会
計年度にわたって結びつけられたロイヤルティーから来る資金は維持される。 

はい  いいえ 
 

あなたは次の条文を承認しますか。 
  憲法第３４５条に以下の移行についての段落を追加する： 
 
14 移行についての段落 月額法定最低賃金の２倍を超える給与と年金を含め、国、公的

資金を管理する特殊もしくは独特である分権・独立機関、地方機関の一般予算を作成
する機関の運転経費は、本立法行為が発効してから２年の期間、２００２年の支出と
比べて増加しない。県・区・市の参画に関する一般制度、給与にあたる分とは別に治
安に向けられる支出、新しい年金・社会保障の新たな割り当て金もしくは生じるべき
補償の支払いは例外とされる。２００３年の給与と年金のいかなる上昇も根本の憲法
制定会議が本条について採用する決定に従う。２００３年もしくは２００４年の１２
月の末にＣＰＩ（訳者註：消費者物価指数）に従って計算したインフレ率が２００２
年の該当値を上回った場合、これらの年のそれぞれで記録されたインフレ率と２００
２年の該当値の間の差と同じパーセンテージで給与と年金が引き上げられる。 
県・区・市の参画に関する一般制度によって資金供給される支出の増加がより小さい
ことで生じる、県・区・市の支出せずに済んだ資金は、地方機関がそれを地方年金の
国民基金と教職員社会年金基金の積立金と保健部門の年金受給に振り当てる。 

はい  いいえ 
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あなたは次の条文を承認しますか。 

  憲法第 108 条はこのようになる： 
 
15 第 108 条 最近の上院もしくは下院選挙において、国内全域で投じられた有効票の

２％に相当するかそれを上回る投票数を獲得した政党あるいは政治活動団体、もしく
は重要な市民グループに対して、また、大統領選挙で有効票の５％を超える数を獲得
した政党あるいは重要な市民グループや政治組織に対して、国家選挙審議会は、法人
格を認める。ここで定着した法人格は、言及されている票数を獲得できなかった場合
消滅する。 
上院及び下院の少数派特別選挙区に候補者を登録する政党と政治活動団体に対して
は、法人格を得るために本条に言及されたところが要求されることはない。この場合、
議会に代表を送ることを達成することで十分である。 
認められた法人格を持つ政党と政治活動団体は選挙候補者の登録ができる。重要な市
民グループも候補者を登録できる。 
いかなる場合も、一つの政党もしくは政治活動や市民運動の団体が各選挙で補充され
る議席数より多い候補者を届け出ることはできない。 
法律は候補者登録の信頼性を保証するための必要条件を定めることができる。 
共和国議会、県議会、市議会、地域統治評議会に代表を持つ政党もしくは政治活動や
市民運動の団体は、それぞれの議会において法律が示す条件で会派として行動する。 
第１段落 共和国議会はこの事項を規定する法律を制定する。 
第２段落 現在認められている政党と政治活動団体の法人格は次の共和国議会選挙
まで有効であり続けるが、本条によって定められたところに従い、法人格の保持はそ
の選挙の結果次第である。 

はい  いいえ 
 

あなたは次の条文を承認しますか。 
18 条項 効力 第６番を除き、この国民投票はその発布から効力を発する。 

はい  いいえ 
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※「賛成」との回答が記載された投票用紙及び「反対」との回答が記載された

投票用紙 2 枚を手渡され、投票ブースでいずれかの投票用紙を投票用封筒に封

入して投票箱に投函する。ただし、投票機を用いることもできる。 
 
 
 

４．フランス共和国 

フランス共和国 

自由―平等―博愛 

国民投票 

フランス共和国 

自由―平等―博愛 

国民投票 

反対 

賛成 
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５．アイルランド 

 
あなたは、以下の法案からなる憲法改正の提案に賛成しますか？ 

1999 年第 20 次憲法改正法案（第 2 号） 

賛成 

反対 

承認する場合、Ｘを右枠内に記すこと 

承認しない場合、Ｘを右枠内に記すこと 

どちらか一つの枠内にのみ、印を記すこと 

kenpou
※国立国会図書館調査及び立法考査局作成
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※投票用紙の「賛成（SI）」「反対（NO）」と印刷された文字の上またはそれを

囲む枠に印をつける（憲法に規定する国民投票及び国民の立法発案に関する規

範 20 条）。 

 

６．イタリア共和国 

憲法第 2 部第 5 章の改正を承

認するか否かを問う簡単な文

章が記載されている。 
反対賛成

kenpou
※国立国会図書館調査及び立法考査局作成
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※投票人は、投票区選挙管理委員および投票立会人の前で左上の連続番号の

部分を切り取り、切り取った部分を箱に入れる。そのうえで投票用紙に賛成・

反対どちらかに「○」をつける（国民投票法 53 条、59 条、60 条）。 

 

 

 

※右は、投票の際の印をつけるた

めのスタンプで、選挙に使用される

ものと共通である。「○」のなかが

「ト」の字のようになっているのは、

「○」のみであると投票用紙を折り

たたんだときに反対側に写ってま

ぎらわしいことがあるためのよう

である。このスタンプは、近年イン

ク補充式（シャチハタ式）になった

とのことである。 

 
写真は、大韓民国選挙管理委員会HP
（http://www.jbelection.go.kr/n3/history/history/sp/votingtool_1.shtml）より 

７．大韓民国 

反
対 

賛
成 

省略 

kenpou
※国立国会図書館調査及び立法考査局作成
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※「はい」、「いいえ」の欄に印を記入。 
 

８．パナマ共和国 

パナマ選挙裁判所          パナマ選挙裁判所 
国民投票             国民投票 

1992 年 11 月 15 日        1992 年 11 月 15 日 

私は憲法の改正に

賛成ではありませ

ん。 

 

私は憲法の改正に

賛成です。 

無 効 
教育的使用のみ 

訳者注 
見本であることを示す。 

訳者注 
選挙管理委員会の機能を持ち、 
身分証発行の業務も行う機関 

いいえ はい 
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白票  

※国民投票にかけられる事項が記載された「賛成」、「反対」、「白票」の 3 種類

の投票用紙があり、投票する者は、そのうち一つだけを選ぶ（国民投票法16条）。

選挙人は、投票用紙を入れた封筒を投票管理委員長に手渡し、投票管理委員長

は、当該封筒を投票箱に投函する（レファレンダムの各種の方式の規制に関す

る 1980 年 1 月 18 日組織法第 2 号 16 条 3 項）。 

９．スペイン 

＊実際の投票用紙の大きさは、約 10×14.7ｃｍである。 

欧州憲法条約国民投票 2005 年 

 
 

賛成 

 あなたは、欧州のため

の憲法を制定する条約を

承認しますか。 

欧州憲法条約国民投票 2005 年

 
 

反対

 あなたは、欧州のため

の憲法を制定する条約を

承認しますか。 

欧州憲法条約国民投票 2005 年

 
 

 

 あなたは、欧州のため

の憲法を制定する条約を

承認しますか。 
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※賛成または反対を回答欄に記入する方式となっているが、法律上の規定は存

在しない。 

１０．スイス連邦 
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※投票用紙には、1) 国民投票の対象となっている各提案に対応した投票用紙（賛

成、反対など）および 2) 白票の投票用紙がある。投票人は、投票所においてこ

れらの投票用紙のうちいずれかの用紙を投票する（国民投票法 7～9 条）。投票

用紙は、投票所で公布される投票用封筒に入れ、封筒を閉じた上で投票管理人

に提出する。（公職選挙法 10 章 4 条） 
 

１１．スウェーデン王国 

 
あなたはスウェーデン

がユーロを通貨として

導入すべきだと思いま

すか？ 

 

賛成 

 
あなたはスウェーデン

がユーロを通貨として

導入すべきだと思いま

すか？ 

 

反対 
 

 

 

白票 

kenpou
※国立国会図書館調査及び立法考査局作成
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設問 
１．貴方は次期召集時にウズベキスタン共和国議会を二院制として召集するこ

とに賛成しますか？ 
２．貴方はウズベキスタン共和国大統領の憲法上の任期を 5 年から 7 年に変更

することに賛成しますか？ 
※賛成の場合は、質問文に線を引かない。反対の場合は、質問文に線を引いて

消す。 

１２．ウズベキスタン共和国 
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